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1

去る3月11日に発生した地震において、被災された多くの方々にお見舞いを申し上げるとともに、

多くの犠牲者の方々に対して心よりの哀悼の意を表します。同じく被災された会員の皆様、その関

係者の皆様に心よりお見舞い申し上げます。

今回の地震は、その規模において我が国の自然災害史上最大規模のものであり、被災範囲も非常に

広範囲に及んでいます。地震発生後2週間以上経った現在でも被害の全容は十分把握されておらず、

さらに原子力発電所での事故も予断を許さない状況が続いています。

また、被災地域では多くの建物が被害を受けています。しかし、現時点では免震建物、高層

建物が被害を受けたという情報や、地震時にどの様な挙動を示したかという情報は、当協会と

しては入手していません。会員の皆様には、災害に遭われた方々の支援活動に参加いただくこ

とをお願い申し上げますとともに、時間が許せば免震建物等の状況についてもあわせて調査頂

ければ幸いです。

当協会としても、被災者に対する可能な限りの支援活動を行うとともに、応答制御建物調査委員

会（仮称）を設置し、先ず、震度5強の揺れを経験した首都圏の免震・制振建物の調査を行い、そ

の後の被災地での調査結果とをあわせて分析、検討し、今以上に災害に強い、健全な免震・制振建

物の普及に努めていく所存です。

未曾有の大災害を乗り切り、地震災害に強い建物を作っていくために、会員皆様のご協力をお願

いいたします。

平成23年3月25日

東日本大震災に関して

西川孝夫日本免震構造協会　会長
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2 MENSHIN NO.72 2011.5

巻 頭 言

この2月22日に発生したニュージーランド地震、3

月11日に発生した東北地方太平洋沖地震に伴う東日

本大震災でお亡くなりになられた方々に心より哀悼

の意を表するとともに、被災されご苦労を強いられ

ている方々に心よりお見舞い申し上げます。

「想定外の地震発生メカニズムによる巨大地震」

と伝えられているこの度の地震発生はあらためて

「自然の脅威」を痛感させた。我が国は地震大国で

もあり台風大国でもある。「自然への畏怖」という

念をもって、耐震・耐風技術・資料の整備を進める

とともに、設計・施工・管理に臨まなければならな

い。本会耐風設計部会（委員長：筆者）も「免震建

築物の耐風設計指針（案）」を会誌”MENSHIN”

の前号（NO.71 2011.2）に掲載させて頂いたが、気

持ちを新たに指針完成にむけて一層の努力をする所

存である。

私事で恐縮であるが、一昨年まで在職した神奈川

大学では、創立70周年記念事業の一環として横浜キ

ャンパスの再開発が実施された。再開発では、1995

年1月の阪神・淡路大震災を踏まえて施設の耐震性

向上が強く打ち出され、耐震診断が実施された。そ

の結果、幾つかの施設がスクラップアンドビルドさ

れ、2001年3月末、工学部の講義棟・研究棟の一部

が免震校舎として新築された。これによって、筆者

も実感をもって免震建物とつきあえるようになった

（Web検索：TEDCOMシンポジウム）。

阪神・淡路大震災の教訓は免震建築物への関心を

急速に高め、免震層の耐震性能の確保に向けた技術

資料が着実に積み上げられてきた。また、「長周期

地震動」への関心が高まっており（日本建築学会：

長周期地震動と建築物の耐震性 2007）、技術資料の

整備も進んでいる（日本免震構造協会：平成21年度

建築基準整備促進事業「12 免震建築物の基準の整

備に資する検討」報告書）。加えて、この度の大震

免震構造の安全性：性 耐震性能と耐風性能

大熊　武司神奈川大学　名誉教授　

災から得られるであろう多くの知見、教訓はこれ

までの検討をより深化させるものと思われる。し

かし、地震にだけ目を向けた性能確保では耐震性

能の低下という想定外の事態を招きかねない。理

由は風の影響である。耐風性能の確保は風対策の

ためだけでなく、耐震性能の低下防止のためにも

留意すべきことである。

筆者は学部・大学院での研究生活（1965～1971年）

を東京工業大学の藤本盛久先生のご指導を頂いて

過ごした。修士課程までは鋼構造に関する研究を

進めていたが、博士課程では耐風設計に関する研

究を行った。研究テーマを変更したきっかけは、

研究室の勉強会における「高層建築物などが増え

るこれからの時代は、地震の問題だけでなく、風

についての研究が大切だ」、「風の影響についても

構造に携わる者自らが勉強しなくてはいけない」

という恩師のコメントである。恩師の言葉は早々

に実感出来た。7920号台風（1979年の20号台風）時

に新宿副都心界隈の高層建築物が有感振動を起こ

したいわゆる「風揺れ問題」である。風速の大き

さは、最大の平均風速値として、当時筆者らが実

測を進めていた「中野電電ビル：高さ115m」の屋

上16m高さで約35m/sである。耐風設計という観点

からは特に強い台風というわけではなく、最も揺

れたビルの加速度も瞬間値で30～50ガルである。

しかし、「長時間続く」という地震にはない風特有

の現象のために、中野電電ビルの場合を含め、不

快になる者や不安になる者が相当数にのぼった。

因みに、中野電電ビルの加速度の最大瞬間値は10

数ガルであったが、最強の時間帯を過ぎても違和

感を訴える者が増えていた。

このイベントを契機に構造関係者の風に対する

認識も大きく変わり、風応答への関心が高まると

ともに、制振装置の開発・普及が活発になった。

また、風揺れに対する居住性評価指針の作成が求
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3巻頭言

められた（日本建築構造技術者協会：主集 制振構造

Structure No.32、1989、日本建築学会：居住性能評

価指針 1991,2004）。

さらに、1993年に竣工した横浜ランドマークタワー

（高さ296m）は、建物頂部に設置されたハイブリッド

方式の制振装置への関心だけでなく、「主要骨組が建

物全体にわたって風荷重によって設計された高層建

築物の出現」ということで関心を集めた。因みに、

設計のクライテリアは「再現期間100年の風速による

荷重効果に対して許容応力度設計、同500年に対して

ほぼ弾性的挙動の確保」（日本建築センター：高層建

築物の構造評定用風荷重について 1991）である。

「弾性的挙動の確保」の具体は「多少の塑性化は許容

するが、風圧力の継続時間内に進行性の変形を生じ

させない」ということで、弾塑性風応答、累積疲労

損傷等への関心を高めた。ランドマークタワーはま

た、煙突やタワー等だけでなく高層建築物について

も、渦発生に原因する風直交方向振動に十分な注意

が必要であることを示した。因みに、捩れ振動につ

いては、風直交方向振動との連成を防ぐために剛性

の確保という対応が取られている。

このような時代の風に後押しされて、耐風設計技

術が整備されていった（日本建築学会：建築物荷重

指針 1981,1993,2004、日本建築センター：建築物風

洞実験ガイドブック 1994,2008）。また、地震に関わ

る問題と風に関わる問題を同じ土俵で整理するとい

う試みもなされた（日本建築学会：動的外乱に対す

る設計 1999、同：風と地震による繰返し荷重効果

と疲労損傷評価 2004）。しかし今、新たな耐風設計

技術の整備が求められる建築物が増えている。1995

年の阪神・淡路大震災の教訓を踏まえて増加してい

る免震建築物、特に高層免震建築物である。構造骨

組が大地まで達している建築物では、「設計用風荷

重が設計用地震力に比べて小さいから、耐風安全性

に問題ない」と判断しても基本的には問題ないであ

ろうが、複数のそれもそれぞれが特有の復元力特性

を持つ免震部材のみで構成される「免震層」の検証

をこのような論理で済ませることは合理的とは言え

ない。

実際、最近でもこういう例があった。「極めて希

な暴風時の設計用風荷重が一次設計用地震力に比べ

て小さいことを確認した」とあるが、かなり接近し

ているので免震層の状態を確認したところ降伏して

おり、詳細に検討するに至った。また、滑り支承や

オイルダンパーについては、「風荷重評価には考慮

していないので安全側である」とするだけで、「実

際にはそれなりに負担をしている」ということの認

識を持っていなかったという例もある。さらには、

「地震時の振動に比べれば暴風時の振動は相当小さ

い。何故こまごまとしたことを」という声が今なお

あるとも聞いている。しかし、相手は「免震層に安

全を託す建築物」である。「長時間繰り返し作用す

る。平均風力という静的成分も作用する。建物の形

状によっては、渦発生に原因する周期性の高い変動

風力も作用する」という風力特有の作用に対する応

答性状に思いを巡らせ、耐震性能の低下防止という

視点を含めて、丁寧に検証することが必要である。

幸い、本会から「耐風設計指針の作成」という機

会を頂いた。作成部会がスタートして3年半ほど経過

してしまったが、この度、なんとか「指針の本文案」

を公表させて頂くことができた（紙面の都合で解説の

一部がカットされているので、当面は会誌NO.66

（2009）を併せご覧頂きたい）。具体については前号を

ご覧頂くとして、指針（案）では冒頭に、上述したよ

うな状況を踏まえて、指針の基本的考え方・策定の

基本方針を明示した。要約、次の3点である。

①地震応答とは異なる免震建築物特有の風応答性

状の実用的評価法を提示する。

②評価は、免震層全体としての挙動の評価、その

応答挙動に対する各免震部材の安全性検証、の2段

階評価とする。

③設計・計算作業に入る前の確認作業の一助とし

て、留意すべき事項を列挙する。

評価法の具体については「付録」に示す予定である

が、現時点では、関係文献の例示でご容赦頂きたい。

最後に、「十分な耐震・耐風性能を有する免震層

に支えられた免震建築物」の推進のために、皆様の

一層のご理解・ご支援を改めてお願いしたい。

巻 頭 言
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1 はじめに
青梅市新庁舎は、東京都の郊外、都心から西へ約

50kmに位置した青梅市の自然豊かな多摩川上流域

に、旧庁舎（解体し、市民ひろばと駐車場を整備中）

の建て替えとして建設された。敷地は台形状で、最

寄りのJR東青梅駅からの来訪を受け止めるように

広がっている。新庁舎の構成も、線路側に行政棟、

奥多摩街道側に議会棟を扇形（V字形）に配置し、1

階部分を可能な限り広く確保して、分断されがちな

市民窓口部分をワンフロアーにゆったり確保した。

行政棟と議会棟は、2 階以上で分棟して議会の独立

性を表現した。議会棟は多摩川流域のこの地域に見

られる崖線（がいせん・河岸段丘、自然のグリーン

ベルトになっている）をイメージして「だんだん」

とセットバックする形態と屋上緑化で、新庁舎の姿

が青梅市そのものを表現している。地盤は良好で、

約8m掘り下げ礫層に直接基礎としている。立川断

層の影響を考慮して、地上部分を免震建築として設

計し、防災指令・支援拠点機能施設として、市民の

よりどころとして、永く愛され使い続けられる庁舎

とした。

2 建物概要
建物名称　：青梅市新庁舎

建築場所　：東京都青梅市東青梅1-11-1

用途　　　：庁舎

建築主　　：青梅市市長　竹内俊夫

設計・監理：株式会社佐藤総合計画

施工者　　：フジタ・青木あすなろ・早野組特定建

設工事共同企業体

敷地面積　：16,046.18m2

建築面積　： 4,896.64m2

延べ面積　：21,140.67m2

階数　　　：地下1階、地上7階、塔屋なし

建築物高さ：29.690m

軒の高さ　：29.140m

構造種別　：1階床下の中間階免震構造

上部構造　：鉄筋コンクリート構造・鉄骨鉄筋コン

クリート構造（一部鉄骨構造及びコン

クリート充填鋼管構造）

下部構造　：鉄筋コンクリート構造

基礎形式　：直接基礎

免 震 建 築 紹 介

青梅市新庁舎

写真1 全景 写真2 1階市民ロビー

檜垣 進司
佐藤総合計画

岩渕 佳隆
同
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3 構造計画概要
本建物は地上7階、地下1階で1階床下に免震層

（免震ピット）を設けた中間階免震構造である。1階

から2階の平面形状は東西方向約85m、南北方向約

65mの長方形で2階までほぼ同形状である。2階以

上は北側の行政棟と南側の議会棟の2棟に分かれ、

各階を渡り廊下で繋いでいる。両棟は2階床で一体

となる。

行政棟は7階建てで、X方向が6.4m～8.0mの10

スパン、Y方向が4.55m～15.8mの2～4スパンの構

成となっている。外周はSRC造（柱と梁）で内側の

梁は鉄骨造として、15.8mスパンを実現している。

7階部分はセットバックし、一部陸立ち柱となるが、

鉄骨造のフレームと軽量屋根材で軽量化を図った。

議会棟はX方向が6.4mの6スパン、Y方向が8.3m

～10.5mの2スパンで、同様に外周はSRC造（柱と

梁）で内側の梁は鉄骨造としている。4階建である

が、屋根部分が吹抜けるため、計算上5階建として

解析を行った。

また、議会棟は行政棟に対して平面的に12度回

転しているが、立体解析を行っていることと、一般

に15度以下であれば誤差の影響は小さいことが言

われているため、十分に余裕のある部材設計とする

ことを前提に、12度の回転に対して地震力の方向等

の考慮は省略することとした。

4 免震構造計画
図4に示すように免震材料は、天然ゴム系積層ゴ

ム支承、鉛プラグ挿入型積層ゴム支承、弾性すべり

支承、直動転がり支承及びU型鋼製ダンパーを用い

た。各変形レベルでの免震層の偏心率が3.0％以下と

なるように免震支承を配置した。積層ゴム支承のレ

ベル2最大応答変形量は、破断変形に対して十分余

裕のある設計とした。また、製品誤差、経年変化に

よるゴムの劣化等による剛性のばらつきに対して安

全となるように設計した（ばらつきの値はメーカー

設定値による）。短期面圧の検討は、静的弾性解析の

支承反力に対して時刻歴応答解析結果の転倒モーメ

ント比から応答レベルの軸力を算定して行なった。

また、各応答時に上下動による軸力変動を考慮し、

静的鉛直震度としてレベル1は±0.15、レベル2

で±0.3を考慮した。

写真3 免震装置とSRC柱脚の納まり

図1 配置図

図2 断面図

図3 構造架構図

免震建築紹介
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5 時刻歴応答解析
地震応答解析を行い、各地震動レベルに対する建

物の耐震性能目標（表1）が満足している事を確認す

る。事務室における最大応答加速度を350cm/sec2程

度とした。

入力地震動としては、稀に発生する地震動につい

ては、告示波が過去における代表的な観測波に比べ

て小さいため観測波3波で行なった。また、極めて

稀に発生する地震動については告示のスペクトルを

もち、建設地の表層地盤による増幅を適切に考慮し

て作成した地震波3波、過去における代表的な観測

波3波および立川断層を考慮したサイト波4波の計

10波を採用した（表2）。

振動解析モデルは、図6に示すように1階床下を

免震層とした基礎固定モデルで2階床までを一体と

し、2階以上は7階建ての行政棟および5階建ての議

会棟に分かれたツインタワーモデルとした。

図7にレベル2の応答解析結果を示す。免震層最

大応答変位は29.0mm、上部構造の最大応答層間変形

角は1/498、事務室の最大応答加速度は199cm/sec2と

なっており、いずれもクライテリアを満足している。

6 おわりに
本建物は平成22年5月31日に竣工、平成22年7

月20日に開庁となりました。この場をお借りして、

青梅市役所の関係者の皆様、また、工事関係者の皆

様に厚く御礼申し上げます。

表1 耐震性能目標

表2 採用地震波

図4 免震部材配置図
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図5 レベル2地震波の応答スペクトル 図6 振動解析モデル

図7 応答解析結果
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1 はじめに
本建物は、一宮市にある尾西信用金庫の本店ビル

の隣接敷地に新たに建設する事務センターであり、

2011年12月の竣工を予定している（図1）。

建物の機能は低層階にホール機能、高層階にデー

タセンターを含む事務センター機能を有している。

信用金庫の事務の中枢を担う建物として、近い将来

の発生が予測される東海・東南海地震を含む様々な

災害に際して、企業活動の継続を可能とすることを

目標に、基礎免震構造を採用している。

2 建物概要
本建物は、JR尾張一宮駅から西方向に約2.8km、

名古屋鉄道尾西線開明駅から南方向に約1.2kmに位

置する篭屋地区に建設される、ホールおよび事務

所・データセンターの複合施設である。

＜建物概要＞

建 物 名 称 ：尾西信用金庫事務センター

所 在 地 ：愛知県一宮市篭屋1-5-4

用 　 　 途 ：事務所

建 築 主 ：尾西信用金庫

設計・監理 ：株式会社久米設計

施 　 　 工 ：清水建設吉田組共同企業体

敷 地 面 積 ： 1754.60m2

建 築 面 積 ： 662.33m2

延 床 面 積 ：3,458.65m2

階 　 　 数 ：地上6階、地下なし、塔屋1階

軒 　 　 高 ：27.75m

最 高 高 さ ：32.10m

構 造 種 別 ：柱CFT、梁S造のラーメン構造

基 礎 構 造 ：杭基礎

（場所打ち鋼管コンクリート杭）

免 震 材 料 ：天然ゴム系積層ゴム支承

弾性滑り支承、オイルダンパー

工 　 　 期 ：2010年12月～2011年12月（予定）

3 BCPへの取り組み
本建物は、信用金庫の業務の中枢を担う性格上、

災害に際してBCP（Business Continuity Plan：事業

継続計画）への取り組みを行っている。

本建物において想定される主な災害は、東海・東

南海地震に代表される地震、および建設地近くを流

れる木曽川の氾濫による洪水があり、構造計画上以

下に示すような対策を実施している。

①地震時に液状化が予測される軟弱地盤に対し、

静的締固め砂杭工法により液状化の発生を抑

制する。

②免震構造とすることで大地震時にも構造躯体

の損傷を防ぎ、建物の継続使用を可能とする。

③中央の大スパン部分には防振間柱、床制震装置

を設置して上下方向の振動の低減を図り、建物

内の什器、電子機器等の転倒等を防止する。

免 震 建 築 紹 介

尾西信用金庫事務センター新築計画

図1 完成予想パース

依田博基
同

鈴木 浩
久米設計

鏑流馬久明
同

井上 啓
同
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④想定を超える洪水時の免震層への浸水に際し、

速やかに免震材料のメンテナンスを行う計画

書を整備する。

また、建築計画上のBCPへの対応は図2に示す。

4 構造計画概要
建物の架構形式は、中間に3×21.6mの大スパン

を有する純ラーメン構造である。

上部構造は、隅柱を除く柱をCFTとして建物剛性

を確保し、隅柱の周辺架構は剛性を小さくして変動

軸力を小さくし、引抜力の発生を抑えている。また、

屋上の目隠しは主体構造物としてハットトラス構造

とし、建物全体の剛性確保に寄与している。さらに

ハットトラスに接続する防振間柱を3階まで設置す

ることで大スパン部の上下方向振動を抑える効果を

期待している。

免震層は天然ゴム系積層ゴム（700φ～900φ）8基、

弾性滑り支承7基、およびオイルダンパー4基の構

成である。履歴系のダンパーを使用していないため、

地震後の残留変形が3mm以下と極めて小さい。

図2 BCPへの対応

図4 基準階梁伏図

図5 代表軸組図

図3 免震材料の配置
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5 耐震設計概要
1）目標性能

本建物の設計における各入力レベルでの耐震性能

目標のクライテリアを表1に示す。

2）免震材料の設計

天然ゴム系積層ゴムは全て2次形状係数が概ね5.0

となるものを採用し、長期の面圧は5～12N/mm2と

した。また、地震時の面圧は、上下動による影響

（上下震度0.3）を考慮しても21N/mm2以下と、積層

ゴムのせん断歪を考慮した場合にも十分に余裕のあ

る値とした。極めて稀に発生する地震時には引張面

圧が発生していないことを確認した。

免震層のクリアランスは、免震材料の終局限界変

形の最小値（56.4cm）以上となる60cmとした。

3）設計用入力地震動と地盤改良

設計用入力地震動は告示波3波とサイト波2波（東

海地震を想定）、観測波3波の8波とした（表2）。

敷地の地盤は基礎下からGL-20.5m付近の工学的基

盤まで砂質土層となっており、地表面加速度350gal

時には液状化の危険があると判定されている。この

ため図6のように液状化層に対して静的締固め砂杭

工法による液状化対策を施している。また、工学的

基盤から基礎下までの地震波の立上げには、改良後

に想定されるS波速度を用いた。

地盤改良の施工後、PS検層を行った結果により

地震波の立上げを行った結果、ほぼ想定に近い結果

が得られている（図7）。

4）解析モデル

振動解析モデルは基礎を固定とする中3階、塔屋

階を含む各階1質点の9質点系等価せん断モデルとし

た（図8）。免震層が終局状態に至るまで、各階フレ

ームは短期許容応力度以内のため、せん断ばねは線

形とする。また、免震装置は天然ゴム系積層ゴムは

線形、弾性滑り支承はBi-Linear型、オイルダンパー

は速度に対してBi-Linear型の特性となるバネ、ダッ

シュポットとしてモデル化した。上部構造の1次固

有周期は0.95～1.05（s）程度であり、免震層の固有周

期は4.0（s）程度となっている（表3）。減衰力の大部分

がオイルダンパーによるものであるため、免震層の

変形量に伴う固有周期の変化が少ない。図6 地盤改良伏図

図7 地震動のスペクトル比較

表1 耐震性能目標

表2 設計用入力地震動一覧
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6 地震応答解析結果
極めて稀に発生する地震動時のX方向の応答解析

結果を図6に示す。免震層の最大変位は免震材料が

標準状態の時に、32.5cmであり積層ゴム支承のせん

断歪は230％となっている。また、免震材料のばら

つきを考慮した場合も、極めて稀に発生する地震動

時の各設計クライテリアを満足していることを確認

した（図9・表4）。

7 上下動に対する検討
本建物は執務空間となる中間スパンに21.6mの大

スパンを有している。大スパン架構の中間部にハッ

トトラスから3階までの防振間柱を設置したことに

よる上下動の低減効果を確認した。

間柱のある場合と無い場合では、床の上下方向1

次固有振動数は、共に約3.9（s）と大きな差が現れて

いない（図10）。

しかし、上下方向地震動入力による時刻歴応答解

析の結果、ロングスパン大梁の応答モーメントは間

柱が直接接続されるA,D通りで21～52％低減し、

中間のB,C通りでは2～13％の低減となった。

また、居住性の検討を行った結果、「建築物の振

動に対する居住性能評価指針 1991」（日本建築学会）

における変位応答でV-5とする設計目標を満足して

いる。応答の低減効果は、間柱の周辺部では大きい

が、床の中央部ではわずかである。このため、図4

に示すように床の中央部にTMD形式の床制震装置

を設置し、応答の低減を図っている（図11）。

これらの間柱、TMDの床の上下方向応答に与え

る効果については、施工時に実測を行い確認する予

定である。

図9 時刻歴応答解析結果

図8 解析モデル

表3 固有周期

表4 極めて稀に発生する地震動に対する最大応答結果

免震建築紹介

図10 上下方向応答解析モデルと固有周期

03-2_尾西信用金庫.qxd  11.5.18 6:51 PM  ページ 11



12 MENSHIN NO.72 2011.5

8 おわりに
3月11日の震災はその地震の大きさと被害の大き

さで未曾有の災害となりました。特に、東日本にお

いては、多くの企業活動が麻痺する事態に至り、い

まだに多大な影響を与えてました。

その中で、本建物は建築物として、いかにBCP

（Business Continuity Plan：事業継続計画）への対応

を行うかが設計のテーマとしています。今回の震災

で明らかになったように、高度なネットワークによ

って成り立つ現代社会では、事業の継続は自分のみ

で成り立つものではありません、全ての事業所に

BCPの考えをもたらすために、本建物が一つの参考

になれば幸いです。

最後に、BCPは設計のみで完了するものではなく、

竣工後の運用こそが重要となります。今後も施工

者・使用者様と共に、より良いシステムを作り上げ

ていきたいと考えています。

 

 

 

 

図11 床振動の居住性能評価
「建築物の振動に対する居住性能評価指針1991」（日本建築学会）による
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1 はじめに
庁舎などの建物は、災害時における防災拠点とし

て重要な施設であるとともに、利用する人たちの安

全性確保の観点から、その耐震安全性の確保は重要

な課題です。ここでは、荒川区本庁舎の耐震改修に

ついて記述します。

2 建物概要
対象建物は、全長110mの長大な形状を有する本

館と、敷地北側にある議会棟より構成されており、

エキスパンションジョイント（150mmのクリアラン

ス）を置いて隣接されています。図1に建物配置図

を示し、表1に規模、構造形式を示します。

3 耐震診断結果
図2及び図3に各建物の耐震診断結果（Is値）を示

します。

耐震診断は、「既存鉄骨鉄筋コンクリート造耐震

診断基準・同解説」（建築防災協会）に基づく第二次

診断法で求めたもので、正加力、負加力のうち、小

さい方の値をプロットしたものです。

本館のIs値は0.28～0.94、議会棟のIs値は0.21～

2.76となり、「地震の震動及び衝撃に対して、倒壊

または崩壊する可能性が高い」または「可能性があ

る」と判定されました。

免 震 建 築 紹 介

荒川区役所耐震改修計画

図1 配置図

図2 耐震診断結果（本館）

表1 各建物の規模及び構造形式

小山 実
大成建設

勝倉 靖
同

土本耕司
同

図3 耐震診断結果（議会棟）

免震建築紹介
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4 改修計画
下記に、本館及び議会棟の耐震改修方法を示します。

・建物を使用しながら、建物全体を地下1階柱頭部

において免震化し、所要の耐震安全性を確保する。

・本館及び議会棟はEXP.Jを接合し、一体化する。

・階段については、免震クリアランスを確保するた

め、EXP.Jの新設・拡幅を行い、鉄骨階段を新設

する。

・ELVについては、既存ELV（地下1階着床）を1階

着床へと改修することで乗員数を変更しない計画

とする。なお、身障者への対応を配慮し、新設の

ELV2基を別途計画する。

図4に本庁舎の断面図を、図5に免震装置の配置

図を示します。

免震装置には、柱への納まりを考慮して角型天然

系積層ゴム支承（34基）と角型鉛プラグ入り積層ゴ

ム支承（41基）を用いました。また、軸力の小さい

階段部分には弾性すべり支承（2基）を配置しました。

5 設計クライテリア
表2に本庁舎の設計クライテリアを示し、下記に

その確認方法を記述します。

○上部構造

上部構造については第2種構造要素にならない柱

（直交壁が取り付くなど軸力支持能力が確保されて

おり、その耐力を無視することのできるせん断柱）、

概ね1/1,000程度でせん断降伏する壁については耐

力上問題がないことを確認する。なお、これら壁板

の耐力・剛性を無視した場合についても、応答解析

に与える影響が少ないことを確認する。

○杭の検討

既存杭（PC杭）は、レベル2地震動の上部構造の

慣性力と基礎部分の慣性力（地下震度0.3）に、基礎

部分の受働土圧と側面に働く摩擦力による低減効果

を考慮した地震力による応力と地盤変位による応力

の合計値に基づき、杭頭固定とした非線形解析結果

より、杭頭部分が曲げ降伏するものの、せん断耐力

には充分余裕があり、杭の軸力支持能力が確保でき

ることを確認する。既往文献の試験結果に基づき、

想定する曲率において繰返し加力を受けても杭の支

持能力が低下しないことを確認する。

図4 本庁舎の断面図（８通り）
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図5 免震装置の配置

表2 本庁舎の設計クライテリア
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6 検討地震動
表3に検討地震動（レベルⅡ・水平成分）を示し、

図6に表層地盤特性を考慮した建物入力位置におけ

る告示波及びサイト波の擬似応答スペクトルを示し

ます。

サイト波模擬地震動の作成は、短周期成分は統計

的グリーン関数法、長周期成分は波数積分法を適用

し、アスペリティの配置および破壊開始点について

は中央防災会議資料等を参考に設定しました。

7 地震応答解析モデル
図7に地震応答解析モデルを示します。

免震層は天然系積層ゴム支承（RB）、鉛プラグ入り

積層ゴム支承（LRB）および弾性すべり支承（SSR）を

モデル化した3本のばねを並列配置し、免震層以下

を固定としました。

免震層以上は1階～6階床位置に質量を集中させ

た6質点等価せん断型質点系モデルとしました。こ

こで、7階に関しては6階に比べて床面積が小さい

ことから、同質量は6階床に集約しています。

免震化後の固有周期は、免震装置の初期剛性に対

して1.34秒、せん断ひずみ200％相当に対しては

2.51秒です。

上部構造の復元力特性は、荷重増分法による立体

モデルの静的弾塑性解析の結果から得られる各層の

層せん断力－層間変位関係に基づき、ひび割れを考

慮したばねを設定し、上部構造の減衰定数について

は基礎固定時の固有周期に関して3％を瞬間剛性比

例型としました。

なお、免震装置の剛性には品質等のばらつきを考

慮しました。

図6 擬似速度応答スペクトル

表3 検討地震動（レベルⅡ・水平成分）

図7 地震応答解析モデル
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8 応答解析結果
図8～図10に応答解析結果の一部を示し、表4に

免震装置の変形と面圧を示します。これらの図表に

より下記のことがわかります。

・免震装置の品質のばらつき等を考慮しても、上部

構造各層のせん断力は、建物の地震時耐力を下回

るとともに、最大層間変形角も部材角1/500以内

である。

・上下動震度0.3Gを考慮した応力に対して免震装

置に作用する面圧は、免震装置の引張面圧クライ

テリア（積層ゴム支承で引張面圧2N/mm2以下、弾

性すべり支承で引張力が生じないこと）を満足し

ている。

図8 応力－変形関係図（レベル２、変動＋、告示波）

図9 応力－変形関係図（レベル２、変動＋、サイト波）
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9 施工方法
図11及び下記に免震化の手順を示します。

手順①：

目荒しを行った既存柱を補強するとともに、部分

的に既存基礎梁、1階大梁の補強を行います。

手順②：

補強柱のコンクリート強度発現を確認したあと、

仮設鋼板をあらかじめ補強柱に設置したスリーブに

PC鋼棒を入れてセットし、PC鋼棒にプレストレス

を導入して仮設鋼板を圧着させます。

手順③：

ワイヤーソーを用いて、既存柱を切断、撤去しま

す。その際、軸力は仮設鋼板で支えるとともに、仮

設鋼板には施工中の地震力（Cb＝0.2相当）を負担さ

せます。切断した柱部分に、上下キャピタル部の配

筋をして下部ベースプレートを設置し、高流動コン

クリートを充填して下部キャピタルを構築します。

手順④：

上部プレートを設置した免震装置を据付け、グラ

ウトを圧入して、上部ペデスタルを構築します。免

震装置全数設置完了後、順次PC鋼棒のプレストレ

スを除荷し、仮設鋼板を撤去します。

手順⑤：

免震装置回りに耐火被覆材を設置します。

写真1～4に施工中の様子を示し、図12に完成時

のイメージパースを示します。
図10 最大応力変形図（レベル２、変動＋、告示波）

表4 免震装置の変形と面圧
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現状

手順①：柱、基礎梁。大梁補強

手順②：仮設鋼板圧着

手順③：柱切断、免震装置挿入

手順④：免震装置設置、仮設鋼板撤去

手順⑤：耐火被覆設置

図11 免震化の手順
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10 おわりに
2011年3月11日に東北地方太平洋沖地震が発生し

ました。東京でも震度5弱相当の揺れがありました。

荒川区役所においては、仮設鋼板の圧着、柱切断

などの耐震化工事中でしたが、工事箇所である地下

1階には全く損傷はなく、本構法の安全性が実証さ

れました。

写真1 仮設鋼板の設置状況

写真2 ワイヤーソーでの柱の切断

写真4 免震装置の設置状況

図12 完成イメージパース

写真3 既存柱切断時の様子
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シリーズ「制振部材紹介」ー 11
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シリーズ「制振部材紹介」ー 12
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はじめに
2011年3月11日に発生した東北地方太平洋沖地震

では、広範囲で地震観測記録が得られている。ここ

では、防災科学技術研究所の強震観測網K-netと

KiK-netで得られた観測記録を用いて求めた免震建

物の最大変位応答について報告する。なお本報告で

は表1に示すK-netとKiK-netの20観測点で観測された

記録を用いている。これは文献1）で筑波大学の境

教授が3月15日に公開された資料に基づいて、最大

速度（PGV）が50cm/s以上の観測記録を選んだ。なお、

4月に追加公開された観測データは含んでいない。

観測記録の概要
観測された強震記録の特性については、多くの強

震記録で1秒以下の短周期が卓越していて、地震の規

模や震度の割には建物の大きな被害に結びつく1～2

秒応答はさほど大きくないこと、最大加速度が大き

いわりに最大速度はそれほど大きくないこと、揺れ

の継続時間が長いことなどがわかっている1）～4）など。

図1と図2に、表1の地震波の速度応答スペクトル

とエネルギースペクトルを示す。EW成分では周期

0.4秒が卓越しているのに対し、NS成分では0.2～0.3

秒付近が卓越し、その応答値も大きくなっている。

そのためNS成分のスペクトルだけを示している。

またNS方向の応答には周期1～3秒の間に卓越周期

をもつ地震記録もみられる。速度応答のレベルで

100cm/sを超えるものが多数あることがわかる。

エネルギースペクトルでも同様に、NS方向の成

分が大きいものの、MYG004などを除けば400～

600cm/sの応答値を示し、卓越周期は0.3～3秒に分布

している。地震波の継続時間は2分～3分ほどあり、

そのため入力エネルギーは増えたものも思われる。

図3には変位応答スペクトル（h=0.2）を示す。減衰

定数20％時の変位応答では、周期2～5秒において

30cmを超えるものもある。図は示していないが、

減衰が10％と小さくなると、周期2～4秒において、

最大変形が40～50cmとなるものもみられた。

免震建物の応答
免震建物の応答変位を求めるために1質点系モデ

ルを用いて時刻歴応答解析を行った。免震層の復元

力特性はバイリニア型（降伏変位は1cmで一定）で、

降伏せん断力係数αsは0.03と0.04の2種類とした。

粘性減衰は0とした。

図4と図5に解析結果を示す。図の横軸は免震層の

降伏後の剛性に基づいた周期で、1秒から10秒まで

2011年東北地方太平洋沖地震における
強震動の分析（速報版）

特 別 寄 稿

図1 速度応答スペクトル（h=0.05，NS成分） 図2 エネルギースペクトル（h=0.1，NS成分）

福岡大学　教授 山　峯夫

特別寄稿
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特 別 寄 稿

計算した。周期が2秒程度以下の場合には非常に応

答が大きくなっているものの、それ以外の周期帯で

は変位応答に大きな差はみられない。αsが0.03の場

合には、MYGH10とMYG015の記録において周期3

秒付近で最大変位が50cm程度となっているが、そ

れ以外の観測記録では40cm以下の変位応答となっ

ている。αsが0.04と増えた場合、MYGH10の応答

は小さくなり、ほとんどの地震波に対して40cm程

度の応答（多くの観測波で30cm以下）となっている。

表1 解析に用いた観測記録（文献2に基づいて作成）
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特 別 寄 稿

まとめ
今回の地震で得られた地震記録は、まだまだた

くさんあり、さらに分析を続けることが必要であ

る。ここではPGVが50cm/s以上の観測記録を用いた

が、最大振幅がそれほど大きくない観測記録でも

大きな応答を示す場合がある。例えば、茨城県江

戸崎（IBRH07）では最大加速度は160～190gal程度で

あるものの、周期3秒が非常に卓越しており、今回

の解析モデルに入力すると周期3秒の免震建物の最

大応答変位は70～90cmもの応答を示す。このよう

な地震動が観測された原因については詳細な検証

が必要と思われる。

東北地方をはじめ関東地方には多くの免震建物

が建設されており、これらの免震建物が地震時に

どのような挙動を示したのか、早急な調査が必要

であろう。実際の免震建物の挙動の把握、免震部

材の健全性の評価、繰り返される余震による影響、

継続時間が長い地震動に対する応答の評価など、

取り組む課題は多い。

さらには、津波が襲来した地域に免震建物が建

設されていたとしたら、その建物の被害調査、免

震建物への津波の影響や対処方法などについても

検討が求められよう。

謝辞
防災科学技術研究所のK-netおよびKiK-netの地震

観測記録を使用させて頂きました。ここに記して

感謝いたします。
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図3 変位応答スペクトル（h=0.2，NS成分）

図4 免震層の最大変位応答（αs=0.03，NS成分）

図5 免震層の最大変位応答（αs=0.04，NS成分）
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論文のご紹介「イタリア、ロシアにおける最近の免震構造」
国際委員会

国際委員会では、海外の専門家に依頼し、「各国の最近の免震構造」を本誌に紹介する活動を行っています。

今回は、イタリアからS. Infanti 氏とM.G. Castellano 氏（27ページ）、ロシアからVladimir SMIRNOV 氏（35ペー

ジ）が寄稿してくれました。内容を簡単にご紹介します。皆様、是非ご覧下さい。

◇ イタリア

“Seismic Isolation of Buildings in Italy with Double Concave Curved Surface Sliders”

本論文では、世界最大免震建物群C.A.S.E. PJへFPS支承の適用を紹介してくれました。C.A.S.E. PJは、

2009年4月6日イタリアL'Aquila地震後の復旧工事として3階建てのアパート185棟を建て、4,500戸で

15,000人収容する計画です。上部構造は鉄骨造、木造とコンクリート造など多岐にわたるため、FPS支

承を利用することによって、質量に依存しないで免震周期を確保できます。18×54mのコンクリート

スラブを40本の鉄柱で支えるため、計7,368基のFPS支承は使われました。全工事が、たった9ヶ月間と

いう驚異のスピードで完成してしまいました。FPS支承の出荷検査は20％の割合で実施されたが、建設

現場で建物の実大実験も実施されました。論文では、FPS支承のプロトタイプ試験、カリフォルニア大

学サンディエゴ校での2方向動的加振試験と品質管理出荷試験を紹介してくれました。

◇ ロシア

“Recent Developments Seismic Isolation of Buildings in Russia”

本論文では、ロシアの免震事情を紹介してくれました。ロシアでは、30％のエリアが強震地域であり、

免震建物が約550棟あります。論文の前半では非ゴム系の免震工法が紹介され、後半では2014年冬季オ

リンピックの開催地であるソチなどでの免震実施例が紹介されました。非ゴム系の免震工法は鉛直荷重

を支えるフレキシブル要素とダンパー要素から構成されます。フレキシブル要素はファーストソフトレ

イヤまたはロッキング機能を持つコンクリートブロックなどがあります。ダンパーは鋼製履歴ダンパー、

RCダイアフラムまたは乾式摩擦要素があります。また免震技術はレトロフィットにも使われました。

ソチなどでの免震実施例では、超高層マンション・オフィス・ホテル、空港など7つのプロジェクトが

紹介されました。免震支承は高減衰ゴム、天然ゴム、鉛入り積層ゴムなどが使用されました。ソチでは、

オリンピック開催に向け、建設ラッシュとなっており、免震建物も多数建設される予定です。
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Abstract:
The application of Curved Surface Sliders (CSS), and in particular of Double Concave CSS (DCCSS), in Italy started

in 2009, immediately after the April 6 L’Aquila earthquake. The biggest application is that of the CASE Project, i.e. the

residential buildings built in L’Aquila by the Civil Defence to host the people left homeless by the earthquake. In this

project the same isolation system was used for different types of structures, e.g. steel, wood, concrete, exploiting the

characteristic of CSS to guarantee a fundamental period independent on the mass of the superstructure. FIP Industriale

supplied almost 2,500 DCCSS, manufactured in less than five months. The characteristics of these isolators, as well as

the results of the type tests and factory production control tests are described in the paper. Type tests include dynamic bi-

directional tests, carried out at the Caltrans SRMD laboratory of the University of California in San Diego (California,

USA).

Keywords: Seismic Isolation, Curved Surface Sliders, Friction, Tests

1 Introduction
Curved Surface Sliders (CSS), also known as friction pendulum isolators, are manufactured and used in USA since

1990 (Christopoulos & Filiatrault 2006), but only recently their production and application started in Italy. Until 2009,

the seismic isolation system mostly used for buildings in Italy comprised elastomeric isolators, mainly high damping

rubber bearings, or sometimes lead rubber bearings.  The elastomeric isolators were often combined with free sliding pot

bearings, in particular in buildings with few storeys, e.g. low mass structures, in order to increase the fundamental

period. The application of CSS in buildings in Italy started in 2009, immediately after the April 6 L’Aquila earthquake

(Mw=6.3). The most important application is that of the CASE Project (Complessi Antisismici Sostenibili

Ecocompatibili, i.e. Anti-Seismic, Sustainable and Environment-Friendly buildings), i.e. the well-known Civil Defence

project for the construction of residential buildings for the citizens of L’Aquila whose homes were destroyed or left unfit

to live in by the earthquake (Calvi & Spaziante 2009). In total there are 185 buildings built within an extremely short

period of time, totalling about 4,500 apartments, which house over 15,000 people. In this project the same substructure

and the same isolation system were used in all the buildings, while the contractors were left free to select any structural

system for the superstructure, e.g. wood, concrete, steel, provided the vertical loads on the isolators were not larger than

a pre-established value. The isolation system comprises CSS or Double Concave CSS (DCCSS), for a total of 7,368

units; thanks to the fact that with this type of isolators the fundamental period does not depend on supported mass, the

fundamental period of said buildings is essentially the same for any type of building.

FIP Industriale SpA supplied 2,472 isolation units of the DCCSS type for the buildings in the CASE Project in L’Aquila,

manufactured in less than five months. In particular, the FIP Industriale isolation units were installed at the following

construction sites, located around the city of L’Aquila: Cese di Preturo, Sassa NSI, Pagliare di Sassa, S. Antonio,

Collebriccioni, Roio Poggio, Coppito 3, Paganica 2, Tempera. In the following a brief description of this type of

isolation unit, its application in the CASE Project buildings and the testing procedures employed.

Seismic Isolation of Buildings in Italy with
Double Concave Curved Surface Sliders
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2 Curved surface sliders
There are two variants of curved surface sliders, which may be simple (CSS) or double concave curved surface units

(DCCSS), whose functional patterns are shown respectively in Figures 1 and 2 both in centred position and at their

maximum displaced configuration. CSS has a main sliding surface (at the bottom in Figure 1) providing energy

dissipation through friction and restoring force, and a secondary sliding force aimed at accommodating rotations of the

structure. DCCSS comprises two facing primary sliding surfaces with the same radius of curvature, both contributing to

the accommodation of horizontal displacements. The primary difference between said variants is the dimension in plan;

in fact, in DCCSS, each of the two sliding surfaces has dimensions that can deal with a movement of half the movement

the structure is designed for;  consequently the space in plan required to accommodate the isolator is considerably

reduced. In both variants the sliding surfaces consist on one side of an appropriate high-strength thermo-plastic material

and on the other side of mirror-polished stainless steel.

The functional law for both variants can be traced to the law of the simple pendulum, where the period of oscillation

does not depend upon the mass but on the length of the pendulum. Analogously, the period of the structure isolated with

these isolation units does not depend on the mass of the structure itself, but mainly depends on the radius R of the curved

sliding surface (or the equivalent radius for DCCSS), according to the formula:

(2.1)

where X is the maximum displacement, g is the acceleration of gravity and µ is the coefficient of friction. Figure 3
shows the theoretical bi-linear hysteresis response of a CSS or DCCSS. The system is near rigid until the friction force

F0=µW is overcome, where W is the weight. Then the force increase is proportional to displacement, with stiffness K =
W/R.

3 Isolation system for the case project
The call for tender for the supply of isolation units for the CASE Project allowed for the option of supplying CSS (or

DCCSS, 40 units for each building) or high damping elastomeric isolation units combined with free-sliding pot-bearings

(respectively 12 and 28 for each building) (Calvi & Spaziante 2009), but the preference for the former solution was

implicit. It should be noted that the independence of the period on mass (see Eqn. (2.1)) given by CSS was a great

advantage for a project in which the superstructure could be of any type, providing the maximum limits of the vertical

loads were respected.

Figure 1. CSS configuration. Figure 2. DCCSS configuration.
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The technical specifications were different for the two options, i.e. CSS or combination of elastomeric isolators and

free-sliding bearings, in particular in terms of displacement, because different values of equivalent viscous damping

were considered for the two systems (respectively 12% and 20%). For CSS, the technical specifications required a

curvature radius of 4 m, maximum displacement of ±260 mm, maximum vertical load of 3,000 kN, equivalent viscous

damping higher than 20%. FIP Industriale opted for double concave curved surface sliders, which are identified with the

code FIP-D 300/520 (4,000).

The timing required by the Italian Civil Defence for the CASE Project was a challenge for all of the suppliers. As far

as FIP Industriale was concerned, the delivery times agreed upon for the first 4 lots, respectively of 600, 800, 400 and

200 base isolation units (for a total of 2,000 units) were respectively of 54, 80, 103 and 110 days from the date of order

and were fully respected. In order to avoid slowing down construction of the buildings, temporary supports were used in

some cases, which were later replaced with the final isolation units, after lifting the structure. Figures 4 and 5 show the

typical configurations of installation, with steel columns below the isolators and a 50 cm thick reinforced concrete slab

above the isolators.

4 Testing
The CASE Project base isolation units were submitted to both type tests and factory production control tests (also

known as qualification and acceptance tests, respectively), in accordance with norms in force.

The type testing was first performed on two base isolation units identical to those installed in the buildings of CASE

Project, at the EUCENTRE Laboratory of Pavia, Italy, with the supervision and certification of the University of Pavia. 

Further type tests were carried out at the Seismic Response Modification Device (SRMD) Laboratory at the

University of California at San Diego (UCSD), USA, on a DCCSS of the same lot of production of those of the CASE

Figure 3. Theoretical force vs. displacement graph of a CSS or DCCSS.

Figure 4. Isolation unit being installed. Figure 5. Installed isolation units.
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Project, with the main scope of verifying the behaviour of the isolator even when submitted to a bi-directional dynamic

horizontal movement.

Factory production control tests were carried out on 20% of the isolation units installed, as required by the Italian

Standard (NTC 2008). In particular, quasi-static tests (those required by the Standard) were performed on 15% of the

isolation units installed and dynamic tests were performed on 5% of the isolation units. Dynamic tests were added to

quasi-static tests due to the importance of the Project.

Starting from 2nd October 2009, the Civil Defence also performed on-site dynamic tests on buildings, completed or under

construction, isolated with FIP Industriale isolation units, to verify the global behaviour of the base isolation system.

4.1 Type testing at the eucentre laboratory

The type tests carried out at the EUCENTRE Laboratory in Pavia, Italy, were performed according to a particularly

demanding and rigorous protocol, required by the Civil Defence. In fact, the units were tested according to the

instructions provided by both the Italian Standard for Constructions (NTC 2008) and the recently approved European

Standard on Anti-seismic Devices EN 15129:2009 (CEN 2009). The prototypes tested － 2 units － were identical to the

ones utilised in the CASE Project.

According to the instructions provided by the Italian Standard for Constructions (NTC 2008), DCCSS, like Flat

Surface Sliders, may be considered as belonging to the family of sliding base isolation units; i.e., there are not specific

testing instructions for CSS. Therefore, the testing on DCCSS was performed evaluating the following fundamental

parameters:

・determination of the static coefficient of friction for three values of vertical load, representing the maximum

vertical load under non-seismic design conditions (3,000 kN), the maximum (2,850 kN) and minimum (300 kN)

vertical load under seismic design conditions;

・determination of the dynamic coefficient of friction for three values of vertical load (see above) and for three

velocity values (design velocity of 260 mm/s and variations of this value of ±30%); 

・evaluation of the capability to sustain 10 cycles at the maximum design displacement (260 mm).

It may be observed that the Italian Standard makes no reference to the necessity of testing the base isolation units for

two distinct horizontal directions or according to a trajectory on the horizontal plane.

According to the European Standard EN 15129:2009, a sub-clause of which deals with CSS, type tests shall be

carried out according to the specific protocol described in paragraph 8.3.4.1. The relevant testing comprised:

・load bearing capacity test, aimed at verifying the overload capacity, carried out applying a vertical load of twice the

maximum vertical load under non-seismic design conditions (6,000 kN);

・evaluation of the maximum horizontal force developed by the isolator under service conditions, i.e. under a very

slow movement ( 0.1 mm/s);

・evaluation of the maximum horizontal force developed by the isolator at maximum non-seismic movement (peak

velocity 5 mm/s, 20 cycles);

・verification of the dynamic behaviour (i.e. force-displacement curve, and consequent equivalent viscous damping)

for three values of vertical load (300 kN, 2850 kN, 3000 kN, see above) and for three values of displacement (25,

50 and 100% of the design seismic displacement), applying 3 cycles per test;

・verification of the bi-directional dynamic behaviour at maximum displacement and maximum velocity; such test

should be performed with the simultaneous application of a sinusoidal displacement input waveform in two

perpendicular directions, the so called“clover leaf”path; anyway, if testing equipment is unable to perform the test

in such way, the Standard allows to carry out it after a rotation of 90°of the isolator to involve a displacement path

perpendicular to the one verified with previous tests; the latter was the test carried out at the Eucentre laboratory of

Pavia, since the equipment does not permit bi-directional tests;
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It may be observed that the European Standard considers verification of the behaviour of the base isolation units for

bi-directional movement to be an important element.

The type testing demonstrated that the DCCSS units were in conformity with the design parameters of the CASE

Project －radius of curvature and minimum equivalent viscous damping － under all load conditions. As already noted

in previous quasi-static and dynamic testing, it was demonstrated that the secondary stiffness of the isolators is

substantially equal to the theoretical value (depending on the vertical load and radius of curvature). Dynamic coefficient

of friction, which typically decreases with overheating of the sliding surface and has therefore always been a subject of

particular experimental attention, always allowed the isolation unit to provide an equivalent viscous damping exceeding

20%, which is the minimum design value required for this project. The variations in the equivalent viscous damping

induced by speed in the interval of velocity investigated (182÷338 mm/s) were demonstrated to be limited to 7% and

therefore never such as to invalidate the minimum design parameters. The variations in friction coefficient due to the

variations of vertical loads (maximum 3,000 kN, minimum 300 kN) always permitted maintenance of the minimum

equivalent viscous damping required by the project technical specifications. The bi-directional tests provided a

difference between the two orthogonal directions of 8.7% on the equivalent viscous damping and 3.6% on the maximum

average reaction, thereby demonstrating the substantial independence of behaviour of the isolators relative to the

direction of movement. Upon final inspection performed after disassembly, the base isolation units were undamaged.

4.2 Bi-directional testing at the university of california at san diego

In order to verify the behaviour of the DCCSS even when submitted to a simultaneous bi-directional dynamic

horizontal movement, a device belonging to the same lot of production as the CASE Project devices was submitted to a

dynamic testing programme at the SRMD Laboratory at the University of California at San Diego (UCSD), USA. The

equipment available at UCSD for dynamic testing of the base isolation units (see Figure 6) allows testing with the

application of simultaneous horizontal movements along two orthogonal axes, of course in addition to the vertical load. In

this manner, the isolation unit may be subjected to simultaneous sinusoidal movements along two primary axes (such as the

“clover leaf”path required by the European Standard) as well as a bi-directional time-history of horizontal displacement

reproducing the effect of an actual earthquake.

The testing protocol called for repetition of all of the tests already performed at the Eucentre Laboratory (see above) and

additional bi-directional tests.  Figure 7 shows a typical dynamic hysteretic cycle of the isolator when subjected to the

maximum vertical load and a sinusoidal movement having an amplitude equal to the maximum design displacement

(260 mm) and frequency such as to reach a peak velocity of 260 mm/s. Figures 8 and 9 respectively show the bi-

directional“clover leaf”path of the applied displacement and the graph representing the diagonal force recorded during the

test versus the diagonal displacement.

Figure 6. Isolation unit being tested at the SRMD Laboratory in
San Diego (CA, USA).

Figure 7. Typical hysteretic cycle obtained at maximum load and
displacement.

05-3_特別寄稿-イタリア.qxd  11.5.18 6:54 PM  ページ 31



32 MENSHIN NO.72 2011.5

特 別 寄 稿

After the completion of the“ clover leaf”path test, further bi-directional tests were carried out imposing actual

displacement time-histories.  In particular, the displacement time-histories imposed were obtained from the data

recorded during the L’Aquila earthquake of 6th April 2009, available at the web site of the Italian National Geophysical and

Volcanology Institute (INGV, Italian Accelerometric Archive, 20090406_01:32:39); the two orthogonal horizontal

components of the record with highest PGA were used as input in the time-history modelling of the substructure of the CASE

Project, in order to obtain the displacement time-histories on top of the steel columns, i.e. on the isolators. Such

displacement time-histories are characterized by peak displacement of 95 mm and 51 mm, respectively in the two

orthogonal directions; they were applied according to the longitudinal and transversal axis of the testing machine,

respectively, reaching a peak velocity of 432 mm/s. Figures 10 and 11 provide the graph of the trajectory applied on plane

X-Y in this test and the graph relative to the diagonal force versus the diagonal displacement. Figures 12 － 15, on the other

hand, provide graphs relative to the components according to the X and Y axes of the testing machine.

Figure 8. Clover leaf path of applied displacement in the bi-
directional sinusoidal test.

Figure 9. Horizontal force versus horizontal displacement in the
bi-directional clover leaf test.

Figure 10. Trajectory on the X-Y plane applied in the L’Aquila
earthquake time-history test.

Figure 11. Horizontal force versus horizontal displacement in
the L’Aquila earthquake  time-history test.

Figure 12. Displacement time-history - Axis X. Figure 13. Horizontal force versus horizontal displacement -
Axis X
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The time-history tests were repeated twice, varying the vertical load (2,000 kN and 3,000 kN), to enable evaluation of

the overall behaviour of the device in different loading conditions.  The graphs in Figures 12-15 refer to the test

performed with the maximum vertical load (V=3,000 kN).

As mentioned above, the maximum movement in the isolator (95 mm) related to said record of the L’Aquila

earthquake is much less than the maximum design displacement of the CASE Project (260 mm). Therefore, with the aim of

experimentally simulating seismic displacements identical to the maximum design displacement, the same input was

scaled in displacement (ratio 260:95=2.74), increasing the scale of time by the same ratio in order to maintain the same

maximum peak in velocity.

All the bi-directional tests described above were fully satisfactory. Upon final inspection performed after disassembly,

the isolation unit was undamaged.

It is worthy of mention that the above tests were repeated according to the same testing protocol on a second base

isolation unit identical to the one above, except for the sliding surfaces, which were characterised by a lower coefficient

of friction. Again in this case the test result was positive and the base isolation units were perfect and undamaged upon

final inspection.

4.3 Factory production control testing

The factory production control testing was performed with both the quasi-static method, as required by the Italian

Standard (Ministerial Decree dated 14/01/2008), and the dynamic method. In particular, the quasi-static tests were

performed on 15% of the isolation units installed and the dynamic tests were performed on 5% of the isolation units,

thereby reaching a total of 20% of the installed isolation units being submitted to factory production control testing, as

required by the Italian Standard for any type of anti-seismic devices.

The quasi-static tests were performed at the Testing Laboratory at FIP Industriale, with the supervision and

certification of the University of Padua. Aim of these tests, repeated for three different vertical load values, is the

Figure 16. Six isolation units being tested at the FIP Industriale
Laboratory.

Figure 17. Typical force-displacement graph obtained in a quasi-
static factory production control test.

Figure 14. Displacement time-history - Axis Y. Figure 15. Horizontal force versus horizontal displacement - Axis Y
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determination of the static coefficient of friction. Figure 16 shows one of the quasi-static factory production control tests

performed simultaneously on 6 isolation units. Figure 17 shows a typical force-displacement graph, obtained in one of

these tests.

5 Conclusions
The experience gained in testing the DCCSS designed and produced by FIP Industriale for the Civil Defence CASE

Project led to deeper knowledge of the behaviour of the devices, in particular when subjected to multi-directional

movements.

The uniquely severe testing programme － in conformity with both national and European norms － performed on

full scale devices at the EUCENTRE Laboratory in Italy and at the Seismic Response Modification Device Laboratory

of the University of California in San Diego (USA) confirmed the reliability of this technology.
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1 Introduction
Russia is the country with above 30% territory in seismic regions with high seismic intensity. Around 80% of

hazardous seismic regions are large and middle size towns. In such seismic regions as Kuril Islands, Sakhalin-Island,

Kamchatka, Baikal regions, Altai and Northern Caucasus earthquakes of different intensity permanently occur. 

In the beginning of the 70th a program of analytical and experimental investigations of structural seismoisolation was

carried out Earthquake Engineering Research Center, Russian Construction State Committee.

As a result of the research program different structural system of seismoisolation are designed and buildings are

constructed recently in Siberia, Far East, Crimea, Caucasus, Middle Asia and others earthquakes dangerous areas.

Specific for these systems is that they are simple in construction and are not expensive [J.M. Eisenberg, 1976]. Different

structures using seismoisolation were constructed taking into account the investigation results. More than 550 buildings

and bridges are seismoisolated in Russia and in former USSR countries.

The prevailing amount of constructed seismoisolation systems in Russia is non-rubber seismoisolation. The

seismoisolation effect is achieved by using two and sometimes more than two elements. The two elements are 1 －

flexibility elements and 2 － dampers. The flexibility elements are flexible columns in the ground storey of the building,

or rocking supports (rocking columns, rocking converted mushroom type supports, other configuration rocking supports).

The dampers are mild steel hysteretic elements or RC damaged during earthquake diaphragms, or dry friction elements. 

The main design demands are large enough critical horizontal displacements of the flexible columns or rocking supports.

Several dozens building are constructed on sliding supports and sliding belts of controlled damping. Usually the steel-teflon

pairs were the controlled friction elements. Additional elements of seismoisolation used in Russia are horizontal displacement

rigid limiters (stops) and reserve disengaging elements for energy dissipation and for frequency spectra adaptation.

2 The buildings with switching off reserve elements
Mass scale implementation started in USSR during Baykal-Amur railway construction. It was 1973-74. A new city -

North-Baykal-city constructed that time at the Baykal shores. All buildings were seismoisolated in this city (Fig. 1). And

the seismoisolation system was proposed and designed by our Center. It was an adaptive system with switching off

reserve elements, changing rigidity and vibration limiters, during construction of apartment houses, public facilities, and

kindergartens in North-Baykal-city, the town of railroaders. Application of seismoisolation system have protected the

buildings against destruction and saved people’s lives during the earthquakes.

Recent Developments Seismic Isolation
of Buildings in Russia
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c) 

Fig. 1. Seismoisolated large panel buildings in North-Baykal-city
a) the view of the building, b) cross-sectional view of the lower floors, c) switching off reserve elements

1, 2, 3 and 4 diaphragms, 5 - switching off reserve elements, 6 - vibration limiters

a) b) 
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3 The buildings with kinematic support elements
Later other kinds of structural designs of building seismoisolation were developed, tested, and used in practice

[V.I.Smirnov, 1997]. Seismoisolation of buildings on kinematic supports is most spread in two Siberian seismic regions

of Russia. 82 dwelling-houses were built in the Irkutsk region (near Baikal Lake) in 1984－2003 and 25 buildings in the

Kemerovo region in 1997－2005 (Fig. 2)

Kinematic support elements are used to decrease lateral seismic loads on building superstructures. Kinematic support

element (KSE) is a tetrahedral truncated pyramid with spherical lower part. KSE rests freely on the below-support part,

on the top it has hinge joint with the above-support part. A hinge joint with a superstructure provides lateral mobility in

all directions. A hinge joint consists of a joint tie and a small square steel plate. Besides, a hinge joint serves as a

displacement restrainer, because a joint tie develops increasing resistance to KSE turning. Gravitation force holding KSE

in the state of stable equilibrium determines its lateral stiffness; it depends on superstructure weight, KSE height, and

pivot curvature radius. KSE dimensions depend on vertical load value, material strength, and earthquake action intensity.

Sometimes, (for example metallic pillars) are used to increase dampening quality of these systems. Such dampers serve

also as restrainers (stops) of lateral displacements. The proposed damper design supposes seismic vibrations energy

dissipation, due to development of material non-elastic deformation.

4 The buildings with lower 《flexible》 stories
During designing of housing estate 《 Leninskaya Sloboda 》 in Irkutsk-city, the need to have free space for

nonresidential premises under dwelling stories for different purposes in the ground floor and for underground parking in

the basement floor appeared. An engineering solution, to realize the idea of 《 flexible 》 lower storey, was developed.

By providing the required column flexibility, the effect of buildings seismoisolation and reduction of earthquake loads

was achieved. The columns of the lower story of the buildings were designed of 《 mild 》 steel in the way, enabling the

use of columns elasto-plastic properties. It provided additional absorption of vibration energy at design earthquake

[V.I.Smirnov, 2009].

The implementation of 《 flexible 》 story idea has been realized at absolutely new level － the building has 

《 flexible》 columns, their strength and load-bearing capacity enables them to resist earthquake design vertical and

horizontal loads. 10-storeyed housing buildings with open ground storeys, Irkutsk-city are shown at Fig. 3. In the ground

storey of the building, restaurant, parking, banks, garages and other non-housing rooms are placed, which need open spaces.

The vertical load bearing supports are steel columns, 3.3 m high. The bearing system of the upper storeys consists of

monolithic RC walls in both orthogonal directions (Fig. 3). At the present time, above 20 buildings are under construction.

The strong earthquake near Baikal Lake on August 27, 2008 with magnitude Mw=6.2 was one of the most powerful

earthquakes in this region during the last 60 years. In Irkutsk, earthquake intensity reached 6-7 MSK degrees. The

evidence of the inhabitants, who were during the earthquake in seismoisolated buildings, has shown that they even did

not notice vibrations, unlike people, who were at that time in traditionally built houses. In the buildings without

seismoisolation, non-fixed things and some pieces of furniture have fallen down, and people felt panic fear. The

inspection of seismoisolated buildings in Irkutsk has shown that no damage or cracks were found.

c)

Fig. 2. Seismoisolated buildings: a) in Irkutsk-city; b) in Novokuznetsk-city; c) kinematic rocking supports with hysteretic dampers

a) b)

05-4_特別寄稿-ロシア.qxd  11.5.18 6:54 PM  ページ 36



37特別寄稿

特 別 寄 稿

5 Seismoisolation for upgrading and strengthening existing buildings
For the first time in Russia, the method of application of seismoisolation rubber bearing supports was developed and

used by us during the reconstruction of historical and architectural monument － the building of RF Bank for Irkutsk

region, in 1998-2000. Site seismicity is 8 MSK degrees (Fig.4a) [V.I. Smirnov, 2000, 2004].

The individual project of comprehensive school in the town of Aleksandrovsk-Sakhalinsky was developed in 1988 on

the basis of current Building Code 《 Construction in Seismic Regions 》 (Fig.4b). School construction was not

completed and was stopped in 1994. After disastrous Sakhalin Earthquake in 1995, design earthquake intensity was

specified in many Sakhalin regions. Now, after the new zoning maps were introduced, design accelerations in

Aleksandrovsk-Sakhalinsky were doubled. The structural scheme is a frame comprising prefabricated reinforced

concrete elements. Structural solutions and method of application of seismoisolation supports in the existing buildings,

which do not meet the requirements of Seismic Building Codes, were developed: four buildings of school in the town of

Aleksandrovsk-Sakhalinsky.

Two examples of the Cultural Centre Buildings seismoisolation are presented below. One is in Altay, Siberia (Fig.4c).

The other is in Chechen, Northern Caucasus, Grozny-city (Fig.4d). The state Concert Hall in Grozny-city was damaged

by Chechen war. And the actual seismic capacity is 2 MSK degrees lower than the design one if using the current

Russian Code. It means seismic load 4 times higher than the initial design load. In both cases the seismoisolation

systems were installed in reconstruction process to increase the seismic resistance and safety which was not enough.

One of the reconstruction goals was to increase the buildings seismic safety. Seismoisolation will be used to achieve this

goal. Now the construction these buildings are finished.

c)

Fig. 3. Application of seismoisolation system in the form of 《flexible 》 lower story
a) dwelling houses; b) section of the building; c) 《 flexible 》 story － metal columns

a) b)

Fig. 4. Use of seismoisolation supports to provide buildings seismic resistance
a) the reconstruction of historical building of bank in Irkutsk; b) four buildings of school in Aleksandrovsk-Sakhalinsky;

c) seismic strengthening during the construction of theater building in Gorno-Altaisk; 
d) reconstruction of the building of concert hall in Grozny, destroyed by military operations

a) b) c) d)

05-4_特別寄稿-ロシア.qxd  11.5.18 6:54 PM  ページ 37



38 MENSHIN NO.72 2011.5

特 別 寄 稿

6 Seismic isolation of high-rise buildings
The city of Sochi was selected as the place of Winter Olympic Games in 2014. It is a unique place on the coast of

Black sea. Designing and construction in the area of Big Sochi is quite complicated because here, besides high density

of population, very complicated hydrogeological and seismological conditions take place: high region seismicity, hilly

country, soil slips, possibility of mud avalanches, and so on. 

Taking into account all complicated production induced factors of Big Sochi, the EERC TsNIISK offered a lot of

solutions providing seismic resistance, and continues to search new approaches to new tasks in this area. 

1. Provision of architectural attractiveness of the buildings with increased number of storeys and height, compare to

the restrictions imposed by current Building Codes, increase in housing density, with use of new engineering

structural solutions.

2. Improvement of structural consumer characteristics by functional restrictions removal, for example, providing the

possibility to use irregular shapes in plan view and at different height.

3. A large diversity of new structural engineering solutions of members, units, as well as whole buildings was offered

and applied. The combined structural solutions of building load-bearing members were used.

4. Solutions providing optimal use of plots of land and enabling maximal preservation of existing housing system and

landscaping were developed.

5. Structural solutions of open space and arrangement of car parking areas and infrastructure facilities in

semibasements and underground floors of the buildings were proposed.

For high-rise buildings below, designed for different purposes in thy city of Sochi, seismic protection solution was

offered in the form of building seismoisolation or use of damping device. The examples are shown below.

6.1 The 27-storeyed housing building in Sochi-city

Building height is 93.6 m. The bearing system above seismoisolation supports level consists of RC diaphragms,

frames columns and monolithic walls, and RC floors. The foundation RC flat is 2000 mm thick. Columns cross sections

are maximum 1500×1200 mm minimum 600×600 mm upper the 15.900 m level. The weight of the building above the

isolation layer is 75000 kN.

Seismoisolation - 193 elastomeric seismic isolators with high damping rubber compounds, including supports of type

SI-H 1000/168 in number of 149 and supports of type SI-H 1100/168 in number of 44. The manufacturer of supports is

“FIP Industrial”Italy. Supports of type SI-H 1000/168 can perceive the maximum vertical loading - 14000 kN and type

SI-H 1100/168 － 18000 kN. The maximum possible lateral displacements is 250 mm. Damping is 20%.

6.2 Apartment type hotel 《 Golden Lagoon 》

The building was designed under individual project (Fig. 6). It has sophisticated space-planning solution. The

planning concept of the building complies with complicated construction site terrain (hillside), in section; it is a terraced

multi-level structure. Due to it, stylobate part of the building performs at the same time functions of a retaining

construction in separate axes. Site seismicity according to the map of general seismic zoning is 9 MSK degrees.

c)

Fig. 5. The 27-storeyed housing building in Sochi-city
a) building facade; b) the foundation and ground storey of the building; c) installation of seismoisolation support

a) b)
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Building height is around 95 meters. Build-up area makes 6000 m2. Total building area is 90000 m2. Difference of

ground elevations on the site is in the limits of 30 meters.

The building is divided into 4 parts. Each of these parts is separated from other parts with aseismic joints. The whole

building volume can be conditionally divided into high-rise and stylobate parts. In general, the building is divided into

12 blocks of different in plan view configuration.

High-rise part of the building represents three volumes with different number of stories, separated from each other

with aseismic joints: the central block and two adjoining mirror-symmetric blocks. High-rise part of the building has

structural wall system with cross and lateral load-bearing walls, including exterior walls. Spatial building stiffness at

wind and earthquake loads is provided by joint action of vertical load-bearing walls, connected by floors.

Walls are reinforced concrete, monolithic, with variable with height thickness. They provide resistance to both －

vertical load and 9 MSK design earthquake action. The floors are monolithic reinforced concrete slabs.

Stylobate part solution is presented by two structural systems: frame-and-brace (frame with stiffening diaphragms)

and frame (the frame without stiffening diaphragms). In frame-and-brace system, spatial stiffness and reliability are

provided with the system of columns with capitals and stiffening diaphragms, connected with monolithic reinforced

concrete floors. In a frame system, the main vertical load-bearing constructions are columns with capitals, to which the

load from floors (girderless frame) is directly transferred. Strength, stability, and spatial stiffness are ensured by joint

action of floor slabs and columns.

Building frame columns are reinforced concrete, monolithic, they have solid square cross-section. Stiffening

diaphragms and floor slabs are monolithic reinforced concrete.

The high-rise part of the building was completely separated from the stylobate part, and under high-rise blocks of the

building two types of seismoisolation rubber bearing supports with lead cores were installed. The supports are

manufactured by Chinese company US.VF CORP“OMNI DEVICE”. Seismoisolation supports under stylobate part are

not provided.

6.3 Housing estate 《 Zarya 》

The housing estate consists of 4 27-33 storeyed buildings. 27- storeyed apartment house was designed for

construction in Sochi-city in Kurortnyi Avenue (Fig. 7). The functional purpose of the building is dwelling, it includes

areas for parking, cafes, and apartment house zone. Housing estate building has complicated shape in plan view and

variable number of storeys. The building is equipped with closed and panoramic elevators and staircases, two of them

cut through the whole building along the height and have direct exit to the engineering floors and building roof. Site

seismicity is 9 MSK degrees, according to the map of general seismic zoning.

The building includes high-rise apartment house block and 3-storeyed car parking, separated from each other with

Fig. 6. Apartment type hotel 《 Golden Lagoon 》
a) building facade; b) location of isolation supports in building plan view

a) b)
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horizontal aseismic joint. The building has two underground floors, semibasement, and 24 overground storeys, with

special composition shape having original structure, above the 24th engineering floor.

The high-rise part of the building is U-shaped in plan, it consists of two rectangles. The building has a combined

frame-wall structural system, with reinforced concrete frames-diaphragms and reinforced concrete walls. The floors are

solid monolithic reinforced concrete slabs, resting in several points upon columns and linearly resting upon the walls. 

The spatial stiffness of housing estate building is provided by joint action of the system of vertical reinforced concrete

walls and diaphragms, columns, and horizontal monolithic reinforced concrete floor slabs. In the underground part of

the building, there is a rigid structure, closed in a rigid box-type system, created by foundation trench back walls,

contour reinforced concrete walls, and a bed plate.

Total number of seismoisolating supports is 160. Supports manufacturer and supplier is Chinese company US.VF

CORP“OMNI DEVICE”. By now, all the supports in the first building have been mounted.

6.4 Business center 《 Sputnik 》

A new building is erected in the place of the cinema (Fig. 8). Site area is around 2000 m2. Premises area is 42000 m2.

The number of storeys: 24 overground storeys plus 2 underground storeys. The Business center includes: a movie

theater with several halls; a shopping center － 10000 m2; Business center － 24000 m2.

The combination of two functionally different volumes (several halls of cinema, 6-storeyed shopping center, and 24-

storeyed office center), with total area 40000 m2 including of 2000 m2 cinema, to be demolished, was enabled due to

application of two new technologies: Jet-ground foundation technology and seismoisolation at the level above the

Shopping center.

The building has 24 storeys and two underground storeys. The height of the 1st and the 2nd underground storeys is

3.15 － 3.2 m. The rest stories are 3.6 m high. The total building height is 95 m. 

The building consists of high-rise part is L-shaped in plan. The storeys of the complex from the first up to the fourth

are connected in stylobate part. In plan, building stylobate is a rectangle with sides 80 × 60 m.

Fig. 8. Business Center 《 Sputnik 》 with the system of seismoisolation 
a) old cinema and next to the marine passenger terminal; b) new building

a) b)

Fig. 7. The 27-storeyed apartment house with seismoisolation system in Kurortny Avenue

a) b)
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There are nine elevators in the building, four of them are panoramic, connected into two shafts and located outside

building contour; there are two service elevators. The building has four staircases (two in each high-rise wing).

The load-bearing members in the building are monolithic, reinforced concrete columns of square and round sections,

section size is 400－1000 mm, reinforced concrete walls are 300 mm thick. At the level of the fourth story, the columns

are V-shaped. Floor slabs are monolithic, reinforced concrete, 220 mm thick. 

The system of seismic protection includes 200 rubber bearing supports with lead cores, installed at the level of the 5th

storey. There are no solutions in the world similar to the solution proposed by us － to place seismoisolation at the

intermediate floor of the building. Technical specifications were also developed for the Business center, and Chinese

isolating supports were used. At the present time, the foundations are being constructed.

6.5 Hotel building

At the Fig. 9 the 16-storeyed hotel building in the city Petropavlovsk-Kamchatsky is shown. The building has a

complicated architectural design, with vertically changing volume and non-symmetrical mass and rigidities plane

distributions. The sizes are 65 m to 43 m at the base floor and 41 m to 35 m at the 14th floor level.

The vertical bearing system: along the building perimeter RC monolithic walls and in the inner building part RC

frames. The frames are designed to resist only the vertical loads. According the design all seismic loads are resisted by

RC walls.

The foundation is a flat plate 800 mm thick. The seismoisolation supports are mounted on the foundation plate. To

make possible the seismic motion of building part above isolation supports a RC retaining wall around the underground

building part was envisaged.

Three types of seismoisolation steel rubber supports of different bearing capacity 400, 500 and 600 tons were used in

the buildings design. The supports will be installed in the open technical floor what make it easy the supports

exploitation.

6.6 Apartment housing estate in Pushkin avenue of Sochi-city

Two buildings where energy dissipation elements were used for earthquake effects decreasing. The structural system

is of frame-and-wall type, with monolithic reinforced concrete stiffening cores, monolithic floors and cross-shaped

metal braces. Number of storeys － three underground floors; the first block － 22 overground storeys; the second block

－ 23 overground stories. Building height － the top point of 23rd storey of the second block － 80.1 m. On smoothly

descending cascade of upper storeys roof, swimming pools were designed and built (Fig. 10). 

Construction site design seismicity according to the map of general seismic zoning is 9 MSK degrees. It was one of

the first objects of high-rise construction in Sochi, for which damping braces were used and technical specifications

developed.

The building is located near a tree nursery. The appropriated site area was built-up for 100% (garage levels were used

in full volume). All apartments have a sea view. Buildings seismic resistance is provided with metal braces along the

c)

Fig. 9. Hotel building in the city Petropavlovsk-Kamchatsky
a) the building facade; b) the first floor plan; c) location of isolation supports in building plan view

a) b)
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internal and external contour, they perform the function of damping members. All construction works have been already

completed, and both blocks of the complex are preparing for acceptance by the state commission.

6.7 The building of new Irkutsk Civil Airport

The airport building consists of two rectangular blocks of the overall size of the axes of 98.0 x29, 95 m (Fig. 11).

Constructive scheme - frame made of frame pattern in the transverse direction and frame with diaphragms - longitudinal.

As a load-bearing structures coating used steel farm spans 24 m, with the consoles to 6 m. Airport was commissioned in

1976.The design earthquake is 9 MSK degrees. One building existed before Airport construction. It was not seismic

resistant. In order to ensure earthquake resistance of the object it was necessary to strengthen the supporting structures

or existing buildings in the transverse direction, or to reduce the seismic loads through the use of seismic protection. In

the longitudinal direction of the seismic load is perceived constraints. Therefore, the focus of the reconstruction was

given to the problem of perception of seismic loads in the transverse direction. Reconstruction plan envisages the

construction of additional housing is attached, increasing the area of the airport.

The basic idea of seismic protection of the airport building was in the compound construction of new and existing

buildings with the help of special damping devices. We consider a variant of connected buildings at around 7.75 m in

the top level of the columns of the existing building. Energy dissipation viscose elements were fixed between the 2

buildings. They are of well known“Gerb”type. Now the building is accomplished.

7 Conclusion
At the map of Russian Federation the cities, are shown were seismoisolated buildings are constructed. It is obvious

that the seismoisolation is implemented along the whole seismic hazardous zone, from West to East, Caucasus, Siberia,

and Far East (Fig. 11).

The above examples of application of innovation technologies of seismic protection in the cities and towns Sochi,

Irkutsk, Gorno-Altaisk, Aleksandrovsk-Sakhalinsky, Grozny, Petropavlovsk-Kamchatsky show quite obviously the

growing interest of engineers to introduction of seismoisolation systems in seismic regions of Russia. 

The efficient seismoisolation systems － different types of supports and damping, available to engineers, enable to

regulate structures seismic response and to ensure the appropriate degree of protection. The reliability of seismoisolation

systems was proved by full-scale testing and long-term operation in structures.

Fig. 10. Apartment housing estate 《 New Alexandria 》 with damping system of metal braces

c)

Fig. 11. New solution for seismic protection of the building of Irkutsk Civil Airport
a) airport building before reconstruction; b) airport building after strengthening; c) the energy dissipation elements in working condition

a) b)
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The major causes of growing seismoisolation application in buildings and structures are not only the desire to

improve buildings reliability. Seismic isolation in combination with dampers leads to reduction of total seismic load. It

also enables to considerably reduce relative horizontal interstoried displacements ( 《 drift 》 ). As a result, it reduces

the scales of local destroy and economic losses, as well as improves psychological comfort for population.

Seismic isolation has become an advanced modern method of seismic protection. Its practical application is gradually

growing. Use of seismoisolation systems in earthquake regions with 7-9 MSK seismicity enables to reduce seismic loads

several times, depending on concrete conditions of the site and building construction. It means that construction cost can

be reduced.

All above mentioned allows to state, that innovation approach to high-rise buildings seismoisolation in Sochi has

found large-scale practical application. Some buildings are at the stage of construction and more than 20 buildings are at

the final phase of design.
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1 はじめに
免震建築物は、建物を積層ゴムなどの支承で支持

することで長周期化させるとともに、ダンパーによ

り地震のエネルギーを吸収し、建物に作用する地震

力を低減する構造である。長周期化された固有周期

は2～6秒程度であり、長周期地震動の卓越する周期

帯と近いため、長周期地震動による影響が懸念され

ている。また、長周期地震動は継続時間が長く、免

震部材は長時間の大振幅繰り返し変形を受けること

になり、大きなエネルギー吸収能力が必要とされる。

平成21年度の建築基準整備促進補助金事業「1超

高層建築物等の安全対策に関する検討」において、

長周期地震動に関する検討を行い、その地震動に対

する超高層建築物や免震建築物の検討が行われた。

日本免震構造協会では、免震建築物に関する部分を

担当し、地震応答解析などによる検討を行った。ま

た、日本免震構造協会では建築基準整備促進補助金

事業「12免震建築物の基準の整備に資する検討」に

おいて、長周期地震動等に対する免震材料の特性評

価に関する検討を行っており、２つの委員会は連携

して活動を行った。ここに、それらの検討結果を抜

粋して示す。

2 検討用入力地震動
検討に用いた地震動は、経験式により定めた応答

スペクトルと位相スペクトルに基づく方法で作成さ

れたもので、大阪平野・濃尾平野・関東平野の複数

の地点における南海地震、東海地震、東南海地震

（単体及び連動地震）による地震動である。地震動の

作成においては、多数の観測記録に基づき経験式を

作成しているが、回帰式のばらつきを考慮したとき

の平均値から求めた波形（AV）と、回帰式の誤差の

標準偏差を加えた波形（SD）が作成されている。表

2-1に検討に用いた地震動の一覧表を、図2-1にその

擬似速度応答スペクトル（h=0.05）を示す。

清水建設　北村　佳久

委員会報告

表2-1 検討用入力地震動一覧

図2-1 擬似速度応答スペクトル（h=0.05）

平成21年度　建築基準整備促進補助金事業「1超高層建築物等の安全対策に関する検討」

長周期地震動に対する免震建築物の応答特性について

06_基準整備事業報告.qxd  11.5.18 6:55 PM  ページ 44



45委員会報告

応答ベースシア係数はN-OSKH02のAVでは固有

周期2秒付近でCb=0.2のものがあるが、それ以外は

Cb=0.05～0.1である。SDでは固有周期3秒以上では

Cb=0.1程度で、固有周期3秒以下では固有周期2秒付

近でCb=0.3のものがあるが、それ以外はCb=0.15～

0.2程度である。T-TN-AIC003のAVでは固有周期4秒

以上ではCb=0.05程度であり、固有周期4秒以下では

概ねCb=0.10～0.15程度だが、固有周期2秒付近で急

に大きくなりCb=0.25程度のものもある。SDでは固

有周期4秒以上でCb=0.05～0.10程度だが、固有周期

3秒以下で急に大きくなりCb=0.15を越え、2秒では

Cb=0.3程度になる。

免震層の応答変位はN-OSKH02のAVでは固有周期

4秒以下では0.3m以下だが、6秒付近で急に大きくな

り0.5m程度となっている。SDでは固有周期4秒を超

えると急激に大きくなり0.5mを越えるものも多く、

最大で0.8mとなっている。T-TN-AIC003のAVでは

ほとんど0.3m以下だが、SDでは0.3mを越えるもの

がほとんどで、0.5m～0.6mのものも多い。

3 検討用建物
検討に用いた建物は設計時期・建物高さ・免震シス

テムなどがバランスよく網羅されるように選定した。

設計時期は第一世代（1994年以前）、第二世代

（1995年～1999年）、第三世代（2000年以降）の3期に

分類し、建物高さは低層（20m未満）、中高層（20m

～60m未満）、超高層（60m以上）の3つに分類した。

一般に、低層のものほど固有周期を長くすることが

困難で、高層になるほど固有周期は長くなっている

と考えられる。また、免震システムは大きく、天然

ゴム+ダンパー、鉛プラグ入り積層ゴム、高減衰積

層ゴムの3つに分類し、天然ゴム+ダンパーは履歴ダ

ンパー、粘性ダンパー、すべり支承の3つに細分し

ている。

モデル建物は合計40棟で、第一世代7棟、第二世

代13棟、第三世代20棟である。また、低層建物が9

棟、中高層建物が22棟、超高層建物が9棟であり、

免震システムによる分類では天然ゴム+ダンパーが

19棟、鉛プラグ入り積層ゴムが14棟、高減衰積層ゴ

ムが7棟となっている。

図3-1に建物高さと固有周期の関係を示すが、固

有周期は2秒から6秒程度の幅広く分布していること

がわかる。

4 応答解析結果
応答解析は免震部材の品質変動を考慮しない標準

状態で行った。解析は表2-1に示す8波すべてについ

て行ったが、ここでは比較的応答の大きいN-OSKH02

とT-TN-AIC003について、平均の波（AV波）と平均+標

準偏差の波（SD波）の結果を示す。図4-1に応答ベース

シア係数をh=0.2の加速度応答スペクトルを重力加速

度gで除したグラフとともに示す。また、図4-2に免

震層の応答変位をh=0.2の変位応答スペクトルととも

に示す。

図3-1 モデル建物の高さと固有周期

図4-1 応答ベースシア係数
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これらの応答値が、その建物にとってどのような

状態にあるかを図4-3に示す。上部構造の状態はAV

では短期許容を越えるものが若干あるが、ほとんど

が短期許容以下であり、保有耐力を越えるものはな

い。SDになると短期許容を越えるものが10～40％

程度あり、保有耐力を越えるものも一部ある。免震

層の変形はAVでは許容変形を越えるものがそれぞ

れ1件あるが、それ以外は許容変形以下となってい

る。SDでは許容変形を越えるものが10～15％あり、

限界変形を越えるものも、それぞれ2件ある。

以上のように、標準状態に対する検討では、AV

波に対して応答値は概ね設計許容値以下となってい

る。SD波については、建物の固有周期と地震動の

卓越周期が近いと応答値はかなり大きくなり、設計

許容値を上回るものも若干あり、限界値をやや越え

るものある。免震部材には製造ばらつきや温度変動、

経年変化などによる品質の変動がある。一部の建物

について、品質変動を考慮した場合の検討も行った

が、応答値は平均的には2割程度増加した。品質変

動を考慮すると、許容値を越えるものはもう少し増

加する可能性があると思われる。

5 免震部材のエネルギー吸収について
5.1 免震部材のエネルギー吸収性能

・鉛プラグ入り積層ゴム1）

既往の実験によると鉛プラグ入り積層ゴム（LRB）

は長周期地震動により破損等の損傷が生じることは

ないと考えられるが、繰り返し加力による温度上昇

に伴い、降伏荷重が低下する。これまでの研究によ

ると、降伏荷重の低下率LRBkminはLRBは吸収するエネ

ルギーLRBWpを鉛プラグの体積Vpで除したLRBWp/Vpの関

数として評価できるとされている。このような降伏

耐力の低下により、応答変位は増大するものと考え

られる。この影響に関しては、温度上昇に伴う特性

変化を考慮することが可能な運動方程式と熱伝導方

程式を並行して解く応答解析手法により、精度よく

評価できる手法が提案されている。また、より簡易

的にエネルギーの釣合いに基づき、温度上昇を考慮

しない解析から温度上昇を考慮した応答値を予測す

る手法も提案されている。

・高減衰積層ゴム2）

既往の実験によると高減衰積層ゴムもLRBと同様

に長周期地震動により、破損等の損傷が生じること

はないと考えられるが、繰り返し加力による温度上

図4-2 免震層の応答変位 図4-3 上部構造及び免震層の状態
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昇に伴い等価剛性が低下する。これまでの研究によ

ると、等価剛性の低下率Keq/0Keqは高減衰積層ゴムが

吸収するエネルギーEを高減衰積層ゴムの体積Vrpで

除したE/Vrpの関数として評価できるとされている。

E/Vrpが5N/mm2程度までに急激にKeq/0Keqは低下する

が、5N/mm2以上では大きな変化はなく、概ね0.8程

度である。高減衰積層ゴムはLRBに比べエネルギー

を吸収する体積が大きいため、温度上昇は小さく、

剛性の低下の程度もさほど大きくないため、LRBに

比べ繰り返し変形の影響は小さいと考えられる。

・弾性すべり支承3）

弾性すべり支承には、高摩擦タイプ（摩擦係数μ=

0.13程度）、中摩擦タイプ（μ=0.075程度）、低摩擦タ

イプ（μ=0.015程度）の3タイプがある。これまでに、

それぞれのタイプの弾性すべり支承の繰り返し実験

が行われているが、いずれも繰返しによりすべり材

の温度が上昇し、それにともない摩擦係数が変動し

ている。高摩擦タイプは累積変位が40m程度までは

急激に摩擦係数が低下し、約50％程度となるが、そ

れ以降は低下度合いは著しく減少する。低摩擦タイ

プでは40m程度まで摩擦係数はほぼ一定であるが、

それ以降はなだらかに増加している。

中摩擦タイプは累積変位が10m程度までは急激に

摩擦係数が低下し約70％程度となるが、それ以降は

低下度合いは著しく減少する。また、時間をおいて

再度加振すると特性はほぼ元に戻っている。

・鋼材ダンパー3）

鋼材ダンパーは鋼材の塑性変形によりエネルギー

を吸収するものであり、長時間の繰り返し載荷をう

けると疲労破壊する。疲労特性については、定振幅

繰り返し載荷試験をもとに疲労曲線が求められてお

り、ダンパーの時刻歴応答変位をもとにマイナー則

により疲労予測を行うことが出来る。

・鉛ダンパー3）

鉛ダンパーは鉛の塑性変形によりエネルギーを吸

収するものであり、長時間の繰り返し載荷をうける

と破断する。破断と繰り返し回数の関係については、

定振幅繰り返し載荷試験をもとに式が求められてお

り、ダンパーの時刻歴応答変位をもとに、マイナー

則により疲労予測を行うことが出来る。た、鉛ダン

パーは繰り返し載荷により、エネルギー吸収量がや

や低下する特性がある。

・オイルダンパー3）

オイルダンパーは、温度上昇や繰返し回数によっ

て、エネルギー吸収性能は変化しないことが知られ

ている。しかしながら、単位時間当たりの入力熱量

がオイルダンパーの熱容量を超え、外壁温度が上昇

していくことにより作動油の滲み出しが生じるとい

う知見がある。

設計限界温度は現状では余裕を見て外壁温度80℃

を許容値としている。また、パッキンについては熱

劣化試験を行い温度と寿命の関係データから安全を

確認している。

5.2 モデル建物に対するエネルギー吸収性能の考察

・鉛プラグ入り積層ゴム

モデル建物について、予測式に基づきLRBの温度

上昇を考慮した場合の降伏荷重の低下と免震層最大

変形を予測した。計算結果を表5-1に示す。

これによると、鉛のエネルギー吸収量が小さい、

N-OSKH02-AVでは温度上昇を考慮しない場合と同

じであるが、鉛のエネルギー吸収量が多くなるほど

温度上昇を考慮しない場合に比べ変形は大きくな

り、T-TN-AIC003-AVで1.20倍、N-OSKH02-SDでは

1.32倍、T-TN-AIC003-SDでは1.55倍になっている。

・高減衰積層ゴム

モデル建物について、等価剛性の低下率を求めた。

計算結果を表5-2に示す。

これによると、建物剛性の低下率は0.8程度であ

り、LRBに比べると影響は小さいと思われる。ただ

し、高減衰積層ゴムは繰り返し変形だけでなく様々

の依存性を有していることから、これらの影響につ

表5-1 温度上昇を考慮した応答予測

表5-2 等価剛性の低下率
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いても適切に評価する必要があり、LRBと比較して

評価手法が複雑となっている。その精度についての

検証は不十分であり、今後の研究が待たれるところ

である。

・弾性すべり支承

モデル建物について弾性すべり支承の検討を行っ

た。弾性すべり支承は繰り返しにより摩擦係数が変

化するため、累積すべり距離に応じて摩擦係数が変

動するモデルを用いて応答解析を行った。表5-3に

解析結果を示す。

これによると、変位に関してはN-OSKH02では

AV,SDとも変位が摩擦係数の低下を考慮しない場合

よりも大きくなっているが10％程度である。また、

T-TN-AIC003ではAV,SDとも摩擦係数の低下を考慮

しない場合とほとんど同じである。せん断力係数に

関してはN-OSKH02、T-TN-AIC003とも20％程度増

加している。このように、摩擦係数の低下を考慮し

た場合には、変位、せん断力係数ともやや増加する

傾向にあるが、その程度は10～20％程度である。

・鋼材ダンパー

モデル建物について鋼材ダンパーの疲労に対する

検討を行った。検討はダンパーの時刻歴応答変位を

レインフロー法により振幅毎のサイクル数を計数

し、振幅毎の疲労損傷度Diを算定するマイナー則に

よる方法と、地震応答によりダンパーが吸収した累

積吸収エネルギー量とその地震での最大応答変位に

おける破断に至る吸収エネルギーとの比を求め、疲

労損傷度とする2つの方法を用いた。疲労損傷度は

最大でも0.6程度となっており1.0以下であった。

・鉛ダンパー

モデル建物について鉛ダンパーの疲労に対する検討

を行った。検討方法は鋼材ダンパーと同様に、レイン

フロー法により振幅毎のサイクル数を計数し、振幅毎

の疲労損傷度Diをマイナー則による方法により求め

た。また、鉛ダンパーの温度上昇やエネルギー吸収量

の変動についても検討した。マイナー則により検討

した結果は最大で0.18程度であり、十分に余裕があ

る。また、最大温度上昇は35℃程度であり、鉛の融

点327℃に比べてかなり小さい。ただし、モデル建

物の累積塑性変形量からエネルギー吸収量の変化を

求めると約70％に低下する。これにより、応答変位

が若干増大することが予想される。

・オイルダンパー

モデル建物について温度上昇の推定を行った。そ

れによると、外気温度20℃の時の外壁温度は発熱量

を考慮しない簡略式で計算しても最大で52℃であ

り、許容値である80℃以下となっている。

6 まとめ
1）平均的な波（AV波）の検討結果

・一部の建物で許容値（短期許容応力度、免震部

材許容変形）をやや超えるものもあるが、その

程度は小さく、すべて限界値（保有水平耐力、

限界変形）以下となっている。

2）平均+標準偏差の波（SD波）の検討結果

・上部構造については許容値（短期許容応力度）

を越えるものが多くなり、T-TN-AIC003では

40％程度が許容値を超えている。また、限界

値（保有水平耐力）を越えるものも若干（2棟程

度）でている。

・免震層については、許容値（許容変形）を越え

るものが数棟あり、N-OSKH02やT-TN-AIC003

では15％程度が許容値を超えている。また、

限界値（限界変形、ピットクリアランス）を越

えるものも、若干（2棟程度）でている。

3）免震部材のばらつきを考慮した検討結果

・免震部材のばらつきを考慮した場合、応答値

は10～20％程度増加するため、標準状態では

許容値以内でも、ばらつきを考慮すると許容

値や限界値を超えるものがいくつか見られた。

4）免震部材のエネルギー吸収能力の検討結果

・鉛プラグ入り積層ゴムでは長周期地震動のよ

うに継続時間の長い地震動では吸収するエネ

ルギーが大きくなり、発熱により減衰力が大

きく低下する。それにより、応答変位はさら

に増大することが予測される。

表5-3 摩擦係数の変動を考慮した応答
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・高減衰積層ゴムは温度上昇が小さく、長周期

地震動による品質変動の程度は小さく、大き

な問題はないと思われるが、まだ未解明な部

分も多く、今後さらなる研究が必要である。

・滑り支承ではタイプによっては、発熱により

摩擦係数が大きく低下する。それにより、応

答変位はやや増大することが予測される。

・鋼材ダンパーや鉛ダンパーは今回解析した地

震動の範囲では疲労破壊が生じることはない

と思われる。しかしながら、鉛ダンパーでは

エネルギー吸収能力が低下することにより、

応答変位はやや増大することが予測される。

・オイルダンパーは今回解析した地震動の範囲

ではオイル漏れが生じる可能性のある温度ま

で温度上昇が上がることはなかった。
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◇議事録署名人選出
議事録署名人として、児嶋一雄理事（第一種正会

員）・長橋純男理事（第二種正会員）が選出された。

◆報告事項
1）訃報のお知らせ

理事の中山光男氏（鴻池組）、元・副会長の救仁

郷斉氏の逝去について。

2）活動報告について………………………資料①

昨年10月から今年の2月までの活動報告が、資料

①に基づいて説明された。

3）平成22年度性能評価事業について

………………………………………………資料②

1月末現在、構造性能評価は目標件数が15件に対

し17件、材料性能評価は目標件数が7件に対し3件。

収支は、収入合計15,770千円・支出合計12,571千円

となっている。

4）平成22年度技術者認定事業について

………………………………………………資料③

本年度は免震部建築施工管理技術者試験の受験者

が570名で、資格の更新率も74％と高かった。

登録者は2778名となった。免震建物点検技術者

試験の合格発表は、今月末の予定で、登録者は、

1091名となった。

5）新年賀詞交歓会について………………資料④

1月28日に、明治記念館にて開催された。

6）会員数の推移について…………………資料⑤

現在、第1種正会員96社・第2種正会員206名・

賛助会員72社となっている。

7）会費請求書発行時期の変更について…資料⑥

請求書は、通年は2月初めに発行していたが、4

月初めに発行することとなった。

8）平成22年度収支について ……………資料⑦

1月末現在の収支は、収入合計102,734千円・支出

合計88,653千円で、収支差額は、14,081千円となっ

ている。

日　時 平成23年2月24日（木曜日）

午後3:00～5:00

場　所 明治記念館　1階「松の間」

東京都港区元赤坂2-2-23

出席者 会　長：西川孝夫

副会長：深澤義和、池永雅良、沢田研自

理　事：可児長英、丑場英温、大熊武司、

大八木邦彦、小谷俊介、児嶋一雄

鈴木重信、谷口　元、寺本隆幸、

長橋純男、西　敏夫、野中康友

山口昭一、和田章

監　事：梅野　岳、白井貴志、曽田五月也

事務局：永井　潔、小林哲之、佐賀優子

欠席者 理　事：笠井和彦、 山峯夫、常木康弘、

西谷　章、緑川光正、山崎眞司

配布資料
資料①　活動報告について　

資料②　平成22年度性能評価事業について

資料③　平成22年度技術者認定事業について

資料④　新年賀詞交歓会について

資料⑤　会員数の推移について　

資料⑥　会費請求書発行時期の変更について

資料⑦　平成22年度収支について　

資料⑧　国土交通省／内部留保水準についての調査

について

資料⑨　理事会出欠状況について

資料⑩　新入会員と新委員会の設置及び委員長・委

員委嘱の承認について

資料⑪　一般社団法人移行申請と新法人役員について

◇開　会
定刻に至り、事務局より開会が告げられ、引き続

いて西川会長が挨拶した。

◇定足数の報告
事務局より、本日の理事会は定足数（出席理事18

名、委任状提出5名／理事総数24名）を、満たして

いるので理事会が成立する旨が告げられ、西川会長

が議長となり議事に入った。

平成22年度第2回理事会議事録
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9）国土交通省／内部留保水準についての

調査について........................................資料⑧

国土交通省より、22年度決算見込みの内部留保水

準の調査があった。

10）理事会出欠状況について ……………資料⑨

資料⑨に基づいて説明された。

11）その他

①台湾免震構造協会講習会について

台湾 免震構造協会より、点検技術者講習会開催

の申し入れがあり、現在、開催場所について検討中

である。

◆審議事項
第1号議案　新入会員と新委員会の設置及び委員長・

委員委嘱の承認について……………………資料⑩

事務局より、賛助会員入会のジャスト西日本、4

月より技術委員会委員長を和田 章氏（東工大）か

ら北村春幸氏（理科大）に交代の件、3つの新委員

会の設置と委員長及び委員の委嘱および技術委員会

と普及委員会委員各一名の委嘱について説明があっ

た後、審議に入り異議なく承認された。

第2号議案　一般社団法人移行申請と新法人役員に

ついて ………………………………………資料⑪

スケジュールについては、認可がおりるまで四ヶ

月程かかるとのことなので、3月に申請し、7月末

に認可と仮定してスケジュールを作成した。認可後

は、移行登記をすること・4月から移行までの期間

の決算をすること・総会を開催し決算書・公益目的

支出計画・新役員の承認を得ることの運びとなる。

定款の変更については、内閣府公益認定等委員会の

指摘を受けて、多少の修正はあったが、定款の本筋

にかかわるところの修正はない。審議に入り、3月

に申請することが異議なく承認された。役員につい

ては、現在の役員27名を、そのまま新法人の役員

にすること、中山理事の後任を補充する方向で考え

ることが、異議なく承認された。

その他
①ニュージーランド地震

2月22日、南島の都市クライストチャーチで発生

した地震について、当協会としては、建築学会の動

向に併せて、調査に参加するか否かを決めることと

した。

③平成23年度通常総会開催日について

6月2日（木）15:30から、明治記念館で開催する

ことが、承認された。

◇閉　会
以上ですべての議案の審議を終了したので、午後

5時に閉会した。

平成23年2月24日

議　　　　長　　西川　孝夫

議事録署名人　　児嶋　一雄

議事録署名人　　長橋　純男
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その他

議長より、その他審議事項の有無の確認があ

ったが、新たな審議事項はなかった。

5）報告事項

・東北関東大震災への対応について

当協会は、（仮称）応答制御建物調査委員会

を設置し、免震・制振建物の調査を行うこと

とした。これに関連して、義援金を出しては

などの意見もあった。

・平成23年度年会費請求書発行について

事務局より、4月1日付けで平成23年度年会

費請求書を発行すること、払い込みについて

は、5月末日までにお願いしたいとのことで

あった。

6）閉会
以上をもって、平成22年度臨時総会第2回の議事全

部を終了したので、議長は午後4時に閉会を告げた。

平成23年3月29日

議　　　　長　　西川　孝夫

議事録署名人　　照井　政之

議事録署名人　　細川　洋治

日　　時　平成23年3月29日（火）

開　　会　午後3時

会　　場　建築家会館　1階大ホール

東京都渋谷区神宮前2-3-16

総表決数　302個

本日出席会員数　257名（出席者26名、委任状出席

231名）

この議決権数　　257個

■議案
第1号議案 定款変更について

その他

■議事の経過及び結果
1）開会

定刻に至り、事務局より開会が告げられ引き

続き、当協会西川孝夫会長が挨拶した。

2）定足数の報告

事務局より、本日の通常総会は定足数を満た

したので有効に成立する旨が告げられた。

3）議長選出及び議事録署名人選出

議長の選出についてはかったところ、西川孝

夫会長が議長に選任された。

続いて、議事録署名人選出について、照井政

之氏（第一種正会員）・細川洋治氏（第二種

正会員）が選出され、異議なく承認され、両

人とも承諾した。

4）議案審議

第1号議案　定款変更について

議長は、事務局に説明を求め、小林事業推進

部長より、昨年の臨時総会後に内閣府の指摘

を受けて、修正した点の説明が資料に基づき

あった。

審議に入ったが異論なく、第1号議案は、原

案のとおり承認された。

平成22年度臨時総会第2回議事録
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日本免震構造協会では、平成16年12月24日に指定性能評価機関の指定（指定番号：国土交通大臣　第23号）を受け、
性能評価業務を行っております。また、任意業務として、申請者の依頼に基づき、評定業務を併せ行っております。

建築基準法に基づく性能評価業務のご案内
◇業務内容

建築基準法の性能規定に適合することについて、一般的な検証方法以外の方法で検証した構造方
法や建築材料については、法第68条の26の規定に基づき、国土交通大臣が認定を行いますが、これ
は、日本免震構造協会等の指定性能評価機関が行う性能評価に基づいています。
◇業務範囲

日本免震構造協会が性能評価業務を行う範囲は、建築基準法に基づく指定資格検定機関等に関す
る省令第59条各号に定める区分のうち次に掲げるものです。
①第2号の2の区分（構造性能評価）
建築基準法第20条第一号（第二号ロ、第三号ロ及び第四号ロを含む）の規定による、高さが60m
を超える超高層建築物、または免震・制震建築物等の時刻歴応答解析を用いた建築物
②第6号の区分（材料性能評価）
建築基準法第37条第二号の認定に係る免震材料等の建築材料の性能評価

◇業務区域

日本全域とします。
◇性能評価委員会

日本免震構造協会では、性能評価業務の実施に当たり区分毎に専門の審査委員会を設けています。
①構造性能評価委員会（第2号の2の区分）原則として毎月第1水曜日開催
②材料性能評価委員会（第6号の区分） 原則として毎月第1金曜日開催

◇評価員

構造性能評価委員会 材料性能評価委員会
委員長 和田　章 （東京工業大学） 委員長 寺本　隆幸 （東京理科大学）
副委員長 壁谷澤寿海 （東京大学） 副委員長 山　峯夫 （福岡大学）

山崎　真司 （東京電機大学） 委員 曽田五月也 （早稲田大学）
委員 大川　出 （建築研究所） 西村　功 （東京都市大学）

島 和司 （神奈川大学） 山崎　真司 （東京電機大学）
瀬尾　和大 （東京工業大学）
曽田五月也 （早稲田大学）
田才　晃 （横浜国立大学）
中井　正一 （千葉大学）

◇審査基準

性能評価の審査は、第2号の2の区分にあっては、平成12年建設省告示第1461号「超高層建築物
の構造耐力上の安全性を確かめるための構造計算の基準を定める件」を含む建築基準法令、その
他の技術基準に照らし審査いたします。
また、第6号の区分にあっては、平成12年建設省告示第1446号「建築物の基礎、主要構造部等に使
用する建築材料並びにこれらの建築材料が適合すべき日本工業規格又は日本農林規格及び品質に関
する技術的基準を定める件」を含む建築基準法令、その他の技術基準に照らし審査いたします。
具体的には、該当する業務方法書をご覧ください。

◇詳細案内

詳しくは、日本免震構造協会のホームページをご覧下さい。
URL: http://www.jssi.or.jp/

日本免震構造協会　性能評価（評定）完了報告
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国土交通省から公表された大臣認定取得免震建物のうち、ビルディングレター（日本建築センター）に掲載されたもの、及び
当協会免震建物データ集積結果により作成しています。間違いがございましたらお手数ですがFAXまたはe-mailにて事務局までお知らせください。
また、より一層の充実を図るため、会員の皆様からの情報をお待ちしておりますので、宜しくお願いいたします。

出版部会　メディアWG URL:http://www.jssi.or.jp/ FAX:03-5775-5734 E-MAIL: jssi@jssi.or.jp

国内の免震建物一覧表

免震建物一覧表
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超高層免震建物一覧表
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委 員 会 の 動 き

技術委員会
委員長 和田　章

社会のどのような問題もそれ

を扱う一つの仕組や方法にルー

ルを作ると、それで囲まれる一

つの世界ができ上がる。日本の

耐震設計のための法律や技術規

準も同じように一つの世界を作

っている。耐震設計の問題は、

本当はいつ来るか、どのような

強さや性質の地震動が来るか、

その建物が存在している間には

来ないかもしれない地震動を相

手に、これもやはりすべての性

質や挙動が分かっているわけで

はない構造物を作ろうとしてい

ることに関係している。

人間が作り上げた計算上の世

界と、実際の建物がそれを襲う

地震を受けたときの本当の挙動

を表す世界が一致していれば問

題はないが、まだまだこれは人

智の及ぶところではなく、知り

得ていないことや分からないこ

とが多く、これが一致している

などと考えるのはおこがましい。

人間は楽観的にできているから

どうしても人間の作る世界の方が

自然の世界より小さくなってしま

う。剛性、強度または変形能力の

十分に高い材料が開発され、経済

的にもその材料をふんだんに使う

ことが許されるなら、実際現象を

越える抵抗力を持った構造物を作

ることが出来る。しかし、我々の

材料技術、構造技術は、そこまで

来ていない。さらに、暮らし方の

変化などにより人々の建築への要

求は変化し、技術の進歩や工法の

開発などにより建築構造も変わっ

ていく。過去に作った仕組みでこ

れらを囲おうとすることに元々無

理がある。

仕事を進めるとき、誰かが作

った国の基準やこれで囲まれる

世界を実際に起こる自然現象の

世界だと考えて仕事をするほう

が悩みが少ない。狭い世界の中

で、構造物の強さや建設費につ

いて競い合うことになりがちだ。

最も重要なことは、実際の設計

にあたって人間が作ったルール

に囲まれた世界に留まることな

く、その外にある実際の挙動に

想いを巡らすことである。

ルール作りが行き過ぎると、

思考の停止に陥り、新しい発想

の生まれる可能性も止めてしま

う。工学教育にも問題が起きて

くる。「原理はどうでもよく、こ

うすればできる」という教え方

が蔓延してしまう。

いずれ、大きな地震がおき、

人間の考えた世界の未熟さを実

際の地震被害は我々に突き付け

てくる。技術は自然災害によっ

てキャリブレーションされ、自

然災害を餌にして科学技術は進

歩していく。2011.3.11の東日本

大震災を経験して、自然現象へ

の想像力の必要性を再認識した。

健全な免震構造の普及のために

技術委員会の役割は大きい。ここ

に各部会の活動報告を示す。本年

4月から北村春幸委員長にかわる。

免震設計部会
委員長 公塚　正行

●設計小委員会

委員長　藤森　智

昨年秋に改訂された各種合成

構造設計指針における各種アン

カーボルト設計指針の変更内容

に基づき「免震装置の接合部・

取り付け躯体の設計指針」の修

正作業中である。また免震クリ

アランスの考え方の整理と免震

部材の取付ボルトへの高力ボル

トの使用について議論を行った。

●入力地震動小委員会

委員長　久田　嘉章

当委員会に大きな影響のある国

土交通省「超高層建築物等におけ

る長周期地震動への対策試案に関

する意見について」に対応するた

め、2月10日に西川会長らを含む

拡大委員会を開催し、パブリック

コメント案を策定した。

●設計支援ソフト小委員会

委員長　酒井　直己

「非線形粘性ダンパーを含む免

震層の簡便な応答予測法」の開

発を継続してきたが、目的とし

てきた「免震層の最大変位と最

大せん断力の応答予測曲線」が

完成し、時刻歴応答解析結果と

の比較検証を行った。結果を今

年の建築学会大会に2編に分けて

投稿の作業を進めている。

耐風設計部会
委員長 大熊　武司

「MENSHIN.NO.71号（2011.2）」

に掲載された『免震建築物の耐

風設計指針（案）』の提出原稿な

らびに関連原稿の確認と今後の

作業、特に、「付録：付1から付5」

の取り纏め方針について検討し

た。因みに、免震部材WGはこの

度の東北地方太平洋沖地震発生

当日の3時からの開催であった

が、提出された資料の確認、次

回開催予定日の設定を行い、終

了した。

施工部会
委員長　原田　直哉

JSSI免震構造施工標準の次期

改定に備えて、施工に関する問

題や情報を収集しているところ
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である。不具合の事例やクリア

ランスの管理方法について特に

議論が集中している。

免震部材部会
委員長　 山　峯夫

●アイソレータ小委員会

委員長　 山　峯夫

アイソレータ小委員会では、

『免震構造－部材の基本から設

計・施工－』を刊行した。今後は、

免震部材が多数回の繰り返し変形

を受けた場合のエネルギー吸収性

能の把握、水平2方向加力による

影響、耐久性などについて検討し

ていく予定である。

●ダンパー小委員会

委員長　荻野　伸行

各ダンパーの新たな知見（部材

特性データや評価方法）の調査・

検討を進めており、WEB公開の

データを更新したいと考えてい

る。また、今年度は、①「長周

期地震動や強風における各種ダ

ンパーのエネルギー吸収性能評

価及び2方向加力における特性評

価等について調査・検討」、②

「防耐火部会（オイルダンパー耐

火性能WG）で検討しているオイ

ルダンパーの耐火試験の協力」

をについて検討する予定である。

応答制御部会
委員長　笠井　和彦

パッシブ制振評価小委員会

委員長　笠井　和彦

制振部材品質基準小委員会

委員長　木林　長仁

制振部材の活用に関する検討

を行うための活動を行った。絶

対制振を目指した大林組技術研

究所新本館のスーパーアクティ

ブ制震の見学会を1月7日に開催

し約40名の参加を得た。また、

「エネルギーの釣り合いに基づく

構造計算法」を活用した事例の

検討を2月10日に行い、課題の

抽出を行った。さらに、「制振建

築のはじめて」をまとめる作業

等を行った。

防耐火部会
委員長　池田憲一

震災の関係もありスケジュー

ルは遅れ気味。耐火設計ガイド

ブックは部会内査読と図表等の

引用許諾をほぼ完了。滑り系装

置の耐火構造認定条件の設定は4

月に試験実施予定。オイルダン

パーの耐火性能については国士

舘大学岸本先生の指導の下、基

礎実験を実施した。

普及委員会
委員長　須賀川　勝

運営幹事会を2月14日に開催

し、9月に予定されているフォー

ラムのテーマ、進め方などにつ

いて意見交換をした。今回は免

震の普及を新しい分野に展開し

てはどうかなどの意見も出たが、

3月11日の地震発生により、新年

度になってから再度検討するこ

とになった。

各部会の活動についてはでき

るだけ会誌、HPに発表して協会

の活動内容を一般に公表するこ

とを確認した。

教育普及部会
委員長　前林　和彦

平成23年度の主な活動として以

下の項目を行うことを確認した。

1．日本建築学会大会への「免震

フェア」出展（8月23日～25

日、早稲田大学）

2．「免震フォーラム（9月）」

3．講習会（協会から新規出版時

に実施）

4．見学会（免震・制震建物施工

中現場から選定して実施）

なお、免震フォーラムの部会

案を取りまとめ中に東日本大震

災が発生したため、内容につい

て改めて検討することとした。

出版部会
委員長　加藤　晋平

出版部会の全体会議は1月26日

（水）に開催されました。出版部会

A～C班に補充及び交代した3名

の委員が紹介され、2月25日（金）

発行予定の会誌71号の進行状況

の確認、次の72号の内容及び執

筆依頼について検討しました。

過去に協会が携わった国土交

通省の基準整備事業の概要を次

号に掲載すること等が議論され

た。また、JSSIホームページが

外部委託により昨年12月に完成

しテスト運用されていたが、3月

より本格運用となりました。

社会環境部会
委員長　久野　雅祥

2月9日に第25回委員会を開催

した。集合住宅の免震構造と耐

震構造の地震被害想定を作成し、

ホームページに掲載する方向で

検討した。

「免震構造を採用する先端企業

訪問」の次回以降の進め方につ

いて討議した。

国際委員会
委員長　斉藤　大樹

ニュージーランド地震のあと

東日本大震災があり、世界的に

建築物の耐震化のニーズが高ま

っている。国際委員会では、海

外の研究者に各国の免制震技術

の動向について投稿を依頼し、

イタリアやロシアから原稿を頂

くことができた。順次、会誌で
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紹介していく予定である。逆に

日本の技術や今回の震災におけ

る免制震建築物の挙動について

も、ニュースレターを通じて海

外に発信していきたいと考えて

いる。

表彰委員会
委員長　中埜　良昭

第12回（2011年）の表彰委員会

の構成は、中埜良昭（委員長，東

京大学，留任）、江本正和（（株）

松田平田設計、留任）、木林長仁

（（財）日本建築センター、留任）、

小泉雅生（首都大学東京、留任）、

小堀徹（（株）日建設計、留任）、

深澤義和（（株）三菱地所設計、新

任）、古橋剛（日本大学、留任）、

増田剛（日経BP社、留任）の8名

である。本年度は功労賞2件、技

術賞2件、作品賞9件、普及賞7

件の応募があった。第一回委員

会（平成22年12月14日開催）では

応募作品等の確認と審査対象の

選定、審査方法・日程等を審

議・確認し、この手順に従い平

成23年1月から3月にかけて技術

賞応募者へのヒアリングおよび

作品賞応募建物の現地調査を実

施した。第二回委員会（平成23年

3月31日開催）ではこれらの結果

に基づき受賞候補者および作品

等について慎重審議し、功労賞2

件、技術賞（奨励賞）1件、作品賞

3件、普及賞7件をそれぞれ選定

した。なお普及賞は、昨年の協

会創立15周年記念事業の一環と

して設けられたが、本年からは

本表彰における対象として新た

に選定されることとなったもの

である。

資格制度委員会
委員長　長橋　純男

資格制度委員会は、当協会が

認定する「免震部建築施工管理

技術者」および「免震建物点検

技術者」の資格に関わる講習・

試験及び更新講習会の実施と、

その合否判定の事業を担当して

いる。当該3カ月間には、2月5

日（土）に『第9回免震建物点検技

術者講習・試験』を東京・砂防

会館において開催し、168名が受

験した。この試験について、当

委員会は2月23日（水）に運営幹

事会を開いて159名を合格と判定

し、この結果を当協会HPで公表

するとともに、全受験者に通知

した。なお、2011年度開催予定

の講習・試験、更新講習の日程

は下記の通りである。

10月2日（日）

第12回免震部建築施工管理技

術者講習・試験（会場：東京・ベ

ルサール半蔵門）

11月6日（日）

第7回免震部建築施工管理技術

者/更新講習会（会場：東京・砂防

会館）更新対象者560名

11月27日（日）

第5回免震建物点検技術者/更

新講習会（会場：東京・農協共済

ビル）更新対象者184名

1月28日（土）

第10回免震建物点検技術者講

習・試験（会場：未定）
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日付 委員会名 開催場所 人数

1.14 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 事務局 15
1.20 技術委員会/免震部材部会/ダンパー小委員会 〃 8
1.20 普及委員会/教育普及部会 建築家会館1F大ホール 8
1.20 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 建築家会館3F小会議室 5
1.21 技術委員会/防耐火部会 事務局 16
1.21 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG･認定WG･認定試験体WG合同 〃 6
1.26 普及委員会/出版部会/「MENSHIN」71号編集WG  〃 6
1.26 普及委員会/出版部会 〃 13
2.2 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG  〃 11
2.3 資格制度委員会/施工管理技術者試験部会 建築家会館3F小会議室 9
2.8 技術委員会/施工部会 事務局 12
2.9 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 7
2.9 普及委員会/社会環境部会 事務局 7
2.10 技術委員会/免震設計部会/入力地震動小委員会 建築家会館3F大会議室 18
2.10 技術委員会/応答制御部会/制振部材品質基準小委員会 建築家会館3F小会議室 6
2.14 普及委員会/運営幹事会 事務局 6
2.14 資格制度委員会/点検技術者試験部会 建築家会館3F大会議室 4
2.16 運営委員会 事務局 15
2.17 技術委員会/防耐火部会/耐火試験WG･認定WG･認定試験体WG合同 〃 8
2.17 普及委員会/教育普及部会 〃 6
2.18 国際委員会 〃 5
2.18 資格制度委員会/点検技術者審査部会 建築家会館3F大会議室 3
2.18 技術委員会/耐風設計部会 建築家会館3F小会議室 7

2.23
 技術委員会/免震部材部会/水平二方向加力時の免震部材の特性と検証法WG/

 高減衰ゴム系積層ゴム支承SWG 
事務局

 
15

2.23 資格制度委員会/運営幹事会 〃 6
2.24 技術委員会/免震設計部会/設計小委員会 〃 10
2.25 技術委員会/防耐火部会 建築家会館3F大会議室 18
3.10 技術委員会/免震設計部会/設計支援ソフト小委員会 事務局 6
3.11 技術委員会/耐風設計部会/免震部材WG 〃 8
3.30 技術委員会/防耐火部会 〃 15
3.31 表彰委員会 建築家会館3F大会議室 10

委員会活動報告（2011.1.1～2011.3.31）
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会員動向

会員種別 会員名 業種または所属

入　会

会員数 名誉会員 1名
（2011年4月30日現在） 

第1種正会員 95社

 第2種正会員 202名

 賛助会員 71社

　　　　　　　　 特別会員 6団体

会員名 業種または所属会員種別

退　会

第1種正会員 みらい建設工業（株） 建設業/総合

第2種正会員 斎藤　幸雄 広島国際大学

　　〃 杉村　義広 杉村建築基礎研究室

　　〃 野口　博 千葉大学

　　〃 矢野　克巳

賛助会員 イソライト工業（株） メーカー/耐火被覆材

　　〃 エス・テク・リソース（株） メーカー/アイソレータ、ダンパー

　　〃 （株）三浦工務店 建設業/総合 

第2種正会員 田村　和夫 千葉工業大学

賛助会員 （株）ジャスト西日本 検査会社

　　〃 （株）マテリアルリサーチ 検査会社

会員種別 会員名 業種または所属

会員の資格喪失

第2種正会員 芳村　学 首都大学東京
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会員動向

入会のご案内

会員の特典など

入会ご希望の方は、次項の申込書に所定事項をご記入の上、事務局までご郵送下さい。
入会は、理事会に諮られます。理事会での承認後、入会通知書・請求書・資料をお送りします。

お分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18 JIA館2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432 
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

会員種別 入会金 年会費

300,000円
（1口）
300,000円

免震構造に関する学術経験を有する者で、本協
会の目的に賛同して入会した個人
理事の推薦が必要です

5,000円 5,000円

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の事
業を賛助するために入会した法人

100,000円 100,000円

本協会の事業に関係のある団体で入会したもの

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

特別会員

免震構造に関する事業を行う者で、本協会の目
的に賛同して入会した法人

別　途 ―

総会での
議決権

会誌送付部数 講習会・書籍等

有／1票
4冊／1口
10冊／2口
20冊／3口

会員価格

有／1票 1冊 会員価格

無 2冊 会員価格

第1種正会員

第2種正会員

賛助会員

委員会
委員長

可

可

不可

委員会
委　員

可

可

可
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会員動向

〒150-0001 東京都渋谷区神宮前2-3-18  JIA館 2階

社団法人日本免震構造協会事務局

TEL：03-5775-5432
FAX：03-5775-5434
E-mail：jssi@jssi.or.jp

第１種正会員・賛助会員・特別会員への入会は、次頁の申込み用紙に記入後、郵便にてお送り

下さい。入会の承認は、理事会の承認を得て入会通知書をお送りします。その際に、請求書・

資料（協会出版物等）を同封します。

社団法人日本免震構造協会 入会申込書〔記入要領〕

２．代表名とは、下記の①または②のいずれかになります

３．担当者は、当協会からの全ての情報・資料着信の窓口になります。

４．建築関連加入団体名

５．業種：該当箇所に○をつけて下さい。｛　　　｝欄にあてはまる場合も○をつけて下さい

６．入会事由・・・例えば、免震関連の事業展開・○○氏の紹介など。

例えば・・・・・・総会の案内・フォーラム・講習会・見学会の案内・会誌「ＭＥＮＳＨＩＮ」・会

３団体までご記入下さい。

その他は（　　　）内に具体的にお書き下さい。

費請求書などの受け取り窓口

１．法人名（口数）・・・口数記入は、第１種正会員のみです。

記載事項についてお分かりにならない点などがありましたら、事務局にお尋ねください。

第１種正会員につきましては、申込み用紙の代表権欄の代表権者または指定代理人の□に　を

①代表権者　・・・法人（会社）の代表権を有する人

例えば、代表権者としての代表取締役・代表取締役社長等

こちらの場合は、別紙の指定代理人通知（代表者登録）に記入後、申込書と併せて送付し

て下さい。

②指定代理人・・・代表権者から、指定を受けた者

入れて下さい。
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会員動向

1. 免震建物  2. 制震建物  3. 非免制震（番号をご記入ください）

氏　　　名

所属・役職

担当者

代表者

法　人　名（口　数）

□代表権者

□指定代理人

業種

○をお付けください

会員種別
○をお付けください

申　込　日（西暦）

申込書は、郵便にてお送り下さい。

資本金・従業員数

設立年月日（西暦）

建築関係加入団体名

入会事由

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

氏　　　名

所属・役職

住　　　所
（勤務先）

ふ  り  が  な

ふ　り　が　な

年　　　　　月　　　　　日

万円　　・ 人

A：建設業

B：設計事務所 

C：メーカー

D：コンサルタント

E：その他

a.総合　b.建築　c.土木　d.設備　e.住宅　f.プレハブ

a.総合　b.専業　｛1.意匠　2.構造　3.設備｝

a.免震材料 ｛1.アイソレータ　2.ダンパー　3.配管継手

 ｛｛4.EXP.J　5.周辺部材｝

b.建築材料（　　　　　） c.その他（　　　　　   ）

a.建築　b.土木　c.エンジニアリング　d.その他（ ）

a.不動産　b.商社　c.事業団　d.その他（ ）

*会員コード
*入会承認日

*本協会で記入します。

第1種正会員

〒

〒

E-mail

－ FAX－ － －

FAX － －

賛助会員 特別会員

（　　　　口）

印

印

年　　　月　　日 月　　　　日

※貴社、会社案内を1部添付してください

E-mail

－ －

社団法人日本免震構造協会 入会申込書

担当者が勤務している事務所の建物
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」に関する規約

平成11年2月23日
規約第1号

　社団法人日本免震構造協会免震普及会（以下

「本会」という。）は、社団法人日本免震構造

協会（以下「本協会」という。）の事業目的と

する免震構造の調査研究、技術開発等について

本協会の会報及び活動状況の情報提供・交流を

図る機関誌としての会誌「MENSHIN」及び関

連事業によって、免震構造に関する業務の伸展

に寄与し、本協会とともに免震建築の普及推進

に資することを目的とする。

第１（目的）

　入会手続きの完了した者は、本会員として名

簿に登載し、本会員資格を取得する。

第７（登録）

　本会の目的違背行為、詐称等及び納入金不

履行の場合は、本会会員の資格喪失するもの

とする。

第８（資格喪失）

　本会員は、本協会の会員に準じて、次のよ

うな特典等を享受することができる。

　① 刊行物の特典頒付

　② 講習会等の特典参加

　③ 見学会等の特典参加

　④ その他

第１０（会員の特典）

　本会の目的達成のため及び本会員の向上の

措置として、セミナー等の企画実施を図るも

のとする。

第１１（企画実施）

　日本免震構造協会会誌会員は、設立許可日

より、この規約に依る「社団法人日本免震構

造協会免震普及会」の会員となる。

附則

　会誌は、１部発行毎に配付する。

第９（会誌配付）

　本会員になろうとする者（個人又は法人）は、

所定の入会申込書により申込手続きをするもの

とする。

第３（入会手続き）

　会員となる者は、予め、入会金として１万円

納付するものとする。

第５（入会金）

　納入した会費及び入会金は、返却しないもの

とする。

第６（納入金不返還）

　会費は、年額１万円とする。会費は、毎年度

前に全額前納するものとする。

第４（会費）

　本会を「（社）日本免震構造協会免震普及会」

といい、本会員を「（社）日本免震構造協会免震

普及会会員」という。

第２（名称）
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社団法人日本免震構造協会「免震普及会」入会申込書

申込書は、郵便にてお送り下さい。

申　込　日

氏　　　名
ふ　り　が　な

勤　務　先

自　　　宅

連　絡　先

住　　　所

連　絡　先 TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

TEL（　　　　）　　　　　－

FAX（　　　　）　　　　　－

会　社　名

（西暦） 年　　　月　　　日 月　　　　日

印

所属・役職

住　　　所

〒　　　－

A：建設業　　 B：設計事務所 　　C：メーカー（　　　　　　　  ）

A：勤務先　　　 B：自　宅

D：コンサルタント　　 E：その他（　　　　　　　  　　　　　　）

〒　　－

業　　　種

会誌送付先

*コード

*入会承認日

*本協会で記入します。

該当箇所に○を

お付けください

該当箇所に○を

お付けください

業種Cの括弧内

には、分野を記

入してください
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会員動向

会員登録内容に変更がありましたら、下記の用紙にご記入の上FAXにてご返送ください。

●登録内容項目に○をおつけください

1．担当者　　2．勤務先　　3．所属　　4．勤務先住所

5．電話番号　　6．FAX番号　　7．E-mail　　8．その他（　　　　　　　　　　）

送信先　社団法人日本免震構造協会事務局 宛

F A X　 0 3 － 5 7 7 5 － 5 4 3 4

※代表者が本会の役員の場合は、届け出が別になりますので事務局までご連絡下さい。

送付日（西暦） 年　　　月　　　日

会員登録内容変更届

会 社 名

（ ふりがな ）

担 当 者

勤務先住所

会 員 種 別 ：

発 信 者 ：

勤 務 先 ：

T E L ：

所 属

T E L

F A X

E - m a i l

第1種正会員　　第2種正会員　　賛助会員　　特別会員　　免震普及会

〒　　　　　－

（　　　　　）

（　　　　　）

●変更する内容 （名刺を拡大コピーして、貼っていただいても結構です）
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I n f o r m a t i o nI n f o r m a t i o n

6/2 平成23年度通常総会、協会賞表彰式、優秀修士論文賞

表彰式、懇親会（東京：明治記念館）

6/2 平成23年日本免震構造協会協会賞募集

6/16 通信理事会

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

8月
8/10 平成23年日本免震構造協会協会賞募集／受付締め切り

8/16 通信理事会

8/23～25 日本建築学会大会／免震構造に関する展示会（早稲田大学）

8/25 会誌「menshin」№73発行

8/25 平成23年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験

申込受付締切り

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

6月

日 月 火 水 木 金 土

1

8

15

22

29

2 

9 

16 

23 

30

3 

10 

17 

24/31

4 

11 

18 

25

5 

12 

19 

26

6 

13 

20 

27

7 

14 

21 

28

7月
7/1 平成23年度「免震部建築施工管理技術者」講習・試験

案内送信、HP掲載

7/18 通信理事会

は、行事予定日など行事予定表（2011年6月～2011年8月）

※6/17 協会設立記念日
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インフォメーション

◇受賞のお知らせ
事務局

当協会　第2種正会員の4名の方が、学術の進歩に寄与する優れた論文を書かれたということで、

「2011年日本建築学会賞（論文）」を受賞されました。

○石川　孝重 氏（日本女子大学　教授）

「環境振動に関する感覚評価の特性の解明とその性能評価手法に関する一連の研究」

○五十田　博 氏（信州大学　准教授）

「木造住宅の地震応答解析モデルの提案と応用に関する一連の研究」

○塩原　等 氏（東京大学　准教授）

「鉄筋コンクリート柱梁接合部の耐震性に関する研究」

○竹内　徹 様（東京工業大学　教授）

「エネルギー吸収部材を有する空間鋼構造の耐震性能」

◇平成23年度通常総会開催のお知らせ
事務局

日　時：平成23年6月2日（木）15:30～

場　所：明治記念館 2階「鳳凰の間」

東京都港区元赤坂2-2-23（JR信濃町駅より徒歩5分）

※総会終了後、協会賞の表彰式・優秀修士論文賞表彰式および懇親会を予定しています。

◆平成23年度「免震部建築施工管理技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成23年10月2日（日）11：00～17：00

場　所：ベルサール渋谷ファースト　2階

東京都渋谷区東1-2-20 住友不動産ファーストタワー

※受験資格・申込み方法等、詳細は7月1日にホームページに掲載予定ですのでこちらをご覧ください。

http://www.jssi.or.jp/
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I n f o r m a t i o n

◆平成23年度「免震建物点検技術者講習・試験」のお知らせ
資格制度委員会

日　時：平成24年 1月28日（土）11：00～16：00

場　所：JA共済ビル 1階

東京都千代田区平河町2-7-9

※受験資格・申込み方法等、詳細は10月3日頃にホームページに掲載予定ですのでこちらをご覧ください。

http://www.jssi.or.jp/

13_インフォメ-2_受賞.qxd  11.5.18 7:00 PM  ページ 91



新日鉄エンジニアリングの

免震シリーズ

■積層ゴム一体型免震Ｕ型ダンパー

従来の免震鋼棒ダンパーに比べ、降伏せん断力当たりの
価格が安く、経済的です。

積層ゴムアイソレーターと一体にすることが可能です。
また、ダンパーのサイズ、本数や配置、組み合わせを選択できます。

免震U型ダンパーの360度すべての方向に対し、
ほぼ同等の履歴特性を示します。

地震後のダンパー部分の損傷程度を目視にて確認でき、点検が容易です。
また、万が一の地震後におけるダンパー交換も可能です。

■別置型免震U型ダンパー

免震Ｕ型ダンパー
低コスト

自由度

無方向性

メンテナンス

純度99.99％の純鉛を使用、数mmの変位から地震エネルギーを
吸収します。また800mm以上の大変形にも追随できます。

従来の径180の鉛ダンパーと比べ、２倍以上の降伏せん断力をもち、
経済的です。

地震後のダンパー交換も容易です。また変形した鉛ダンパーは
再加工後、再利用できるため、廃棄物になりません。

高品質

低コスト

メンテナンス

免震鉛ダンパー

強く、安く、扱いやすい
純鉛ダンパー

さまざまな設計・施工ニーズに
応える２タイプの免震Ｕ型ダンパー

■鉛ダンパー

〒141-8604 東京都品川区大崎一丁目5番1号大崎センタービル
Tel. 03-6665-4360 7 0120-57-7815 http://www.menseishin.com/
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〒103-0028 東京都中央区八重洲1-6-6 八重洲センタービル9階　TEL.03-5202-6865 FAX.03-5202-6848
e-mail menshin@group.bridgestone.co.jp

お問合わせ先

ホームページアドレス URL：http://www2.bridgestone-dp.jp/construction/antiseismic_rubber/

建設資材販売促進部　免震販売促進課

水平せん断試験風景

・免震部材を配置し応答計算を実行するソフト。
・告示計算と時刻歴解析の両手法での検討が可能。

・多様な模擬地震波を装備。
・ホームページより無償ダウンロード。

ブリヂストンの設計支援サービス

マルチラバーベアリングは、ゴムと鋼板でできたシンプルな構造。上下方向に硬く、水平
方向に柔らかい性能を持ち、地震時の揺れをソフトに吸収し、大切な人命を守ります。

ブリヂストン免震ゴム

免震部材配置計画支援プログラム

・最適積層ゴムサイズ
・解析結果

告示計算
GA　最適化

照査
N

Y

製品DB

確認

時刻歴応答解析

・柱座標
・軸力（長期／短期）
・積層ゴムタイプ

積層ゴムサイズ
の選定・配置

START

END 時刻歴解析による精査

上部構造物の
モデル入力

免震層の
荷重履歴曲線

NEW
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詳細は以下までご相談下さい。

国土交通大臣認定
天然ゴム系：
  FP180CN-0349
高減衰ゴム系：
  FP180CN-0350

【適合免震装置：天然ゴム系、
高減衰ゴム系支承】

目安寸法

600

1,310×1,310
1,510×1,510
1,710×1,710
1,910×1,910
2,110×2,110

けい酸カルシウム板

●耐火1時間性能試験を行い、非加熱面温度（裏面温度）
が告示で定める可燃物燃焼温度（建告1432号）以下で
あることを確認しています。
●400mm変位試験を行い、変位前後で異常が無い事を
確認しています。
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震大地震震に備える

免震建築の普及のため、建築主向けに免震構造を分かり易く解説したもの
（約9分）

価格（税込） ： 会　員 ￥2,000
  非会員 ￥2,500
  アカデミー ￥1,500

発 行 日 ： 2005年8月

販 　 売  ： Taylor & Francis

［日本語版］
価格（税込） ： 会　員 ￥1,500
  非会員 ￥2,000
  アカデミー ￥1,000

発 行 日 ： 2006年11月

発 行 日 ： 2006年12月

［英語版］

国際委員会は2000年よりCIB（建築研究国際協議会）のTG44
（Performance Evaluation of Buildings with Response Control 
Devices）の活動もしておりましたが、今回その成果として免制
振に関する世界の現状を記した書籍がTaylor&Francis社より出
版されました。各国の技術基準比較と設計・解析方法などの紹
介、免震建物の地震応答観測結果、装置の紹介、各国の設計例
データシートなどが示されている。　　　　　　　　（英語版）

このたびの東日本大震災で被災された皆様には
心からお見舞い申し上げます。一日も早い復興を
お祈り申し上げます。
今般の東北地方太平洋沖地震は、M9.0と言う未
曾有の地震でありましたが、地震による建物への
被害は兵庫県南部地震に較べ少なく、想定を超え
る津波による被害が大半でした。海岸沿いの免震
建物では、今後は地震・風に加え、津波に対する
検討も必要になると思われます。

福島第一原子力発電所でも免震重要棟は防災拠
点としての機能を発揮しておりますが、今回の免
震建築紹介でも防災拠点として免震レトロフィッ
トまたは新築した庁舎、BCP（事業継続計画）への
対応した事務センターを掲載しております。今後
も防災拠点として免震建物の採用がさらに多くな
ると思われます。
今回の編集WGは、岩下、齊木、鳥居、中村、福

田、榎本さんの6名の方々でした。御苦労様でした。
出版部会委員長　　加藤　晋平

編集後記
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